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1. 研究概要 

【研究の目的】 

Civil Registration and Vital Statistics ( 住民登録と人口動態統計：以下 CRVS) の国際動向についてのレビュー並びに各国の 

CRVS システムについて調査を行い、各国の CRVS システム改善への提言をまとめ、我が国の CRVS システムと比較検

討をする事で、ポスト 2015 国連開発目標に関連した我が国の国際貢献の方向性を検討する上で必要な情報提供を行う。 

【必要性】 

CRVS は公衆衛生政策上、指標の正確な測定等のため不可欠なシステムであるが、世界には CRVS のカバレッジが低い国

が多く存在する。我が国のCRVS システム構築の経験を国際社会へ還元するためCRVS システムに関する国際的動向把握や、

各国の CRVS システムの状況の比較・調査・分析は、国際貢献の方法・方向性を考える上で重要である。 

【特色・独創的な】 

第 1 点は、国際医療研究センターの幅広い人脈を生かし、多国間の CRVS システムの調査、国際動向の把握が容易である。第 

2 点は、統一した CRVS システム評価フレームを用いて、系統的に各国の CRVS システムを比較検討している点におい

て、当研究は独創的である。 

【期待される成果】 

1, 国際機関あるいは、各国の CRVS 関係機関に対して、CRVS システムの改善へ向けた情報提供並びに、提言を行う。

2, 我が国が行う CRVS 関連施策を元に当該分野における我が国の国際貢献の方向性に関する有用な情報提供を行う。3, 他

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を進展する際の CRVS システムの果たすべき役割に関してまとめを行う。 
 

 
研究年次 研究内容 

1 1 年次 (27 年度 ) 国連総会でのポスト 2015 年国連開発目標の採択へ向け CRVS に関わる国際機 

関の動向の把握、並びに CRVS 関連の文献レビューを行う。 

2 2 年次 (28 年度 ) 上記文献レビューを踏まえ、各国の CRVS に関して調査・分析を行う。 

3 3 年次 (29 年度 ) 上記の調査結果をまとめ、学会発表・論文としてまとめる。 

【研究内容】 

【倫理面への配慮】 

本研究では、患者や一般住民を対象とはしないが、対象である事業担当者その他のインフォーマントの氏名、住所等の

個人を特定できる情報（個人情報）は、厳重に管理し、個人情報の流出を予防する。インフォーマントには、主任、分担

研究者から守秘誓約書を発行する。 



6 

 

 

 
 

2. 研究一覧 
 

研究年次 研究内容 

H27 年度 

（文献レビュー） 

CRVS システムに関わる国際機関の動向の把握、CRVS 関連の文献レビュー。 

H28 年度 

( フィールド調査 ) 

1. 保健医療施設における人口動態統計に関する情報システムの現状評価（ザンビア / ラオス） 

2. レフェラル保健医療施設における成人到着時死亡症例の死因に関する現状調査( ザンビア) 

3. 日本における住民登録・人口動態システムと保健セクターの役割 

H29 年度 

( まとめ ) 

上記の調査結果を学会発表・論文としてまとめる。 

 

研究調査の関連性 

（流れ図） 
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3. 文献レビュー 

 

A, 住民登録・人口動態統計制度 (Civil Registration and 
Vital Statistics; 以下 CRVS) の定義 

 

国連経済社会局 1) 
によると、住民登録（Civil Registration） 

は、” 人口動態に関わる事象（以下 Vital Event) の発生や特徴
の継続的・永続的かつ義務として行われる記録であり、各

国の法的要件に応じた規制の法令によって裏付けられるも

のである " と定義づけられている。また、Zahr ら 2) 
はより簡

潔に、" 主要な Vital Event（主に生と死 ）の発生・特徴 を
記録する行政システム ” としている。住民登録は、一義的に
は法律の定める法的文書を目的として行われるが、その統

計情報としての有用性は認識されるべきである。また、住

民登録には枠組みがあり、国家におけるすべての地域、すべ

ての人口集団で発生したすべての Vital Event をカバー する
必要がある

１)
。また、同じく国連経済社会局によると 人口

動態統計 (Vital Statistics) は、”Vital Event の統計とその事象
自体ならびにその個人もしくは団体の特徴の情報を収集し

たもの ” と定義されており、Vital Event は、” 人の 生と死と
その家族と婚姻状態にかかわる事象 ” と定義され ている 4)

。

Vital Event には、出生、死亡、胎児死亡、結婚離婚に加え
て、最終的には婚姻の無効、司法分離、養子縁  組、準正
と認知が含まれる 1)4)

。住民登録にはこれらVital Event が含
まれる必要がある  3)

。他方、住民登録は、人口登録

（Population Registration）と区別する必要がある。人口登録は、
住民登録よりも広い事象をカバーするものであり、名前の

変更などの住民登録に加えて、移住、住所変 

更などの事象も含まれる 3)
。それぞれの Vital Event の定義に

ついては以下表１参照。日本では、厚生労働省において人

口動態統計調査が行われており、「戸籍法」及び「死産の届出

に関する規程」により届け出られた出生、死亡、婚姻、離婚及

び死産の全数を対象としている 5)
。 

住民登録の主たる機能は個々人に法的根拠と家族関係を

確立し、国籍に関する権利を主張し、市民的および政治的

権利を行使し、公共サービスへのアクセスや現代社会への

参加するために必要な文書を提供することである。例えば

小児においては、法的根拠を証明する書類は搾取や苦難か

ら身を守るために有用であり 6)
、また、家族関係や婚姻状

態を証明できることは、女性のエンパワーメントや社会参

加に不可欠である 7)
。さらに住民登録による Vital Event の

記録は出生率や死亡率に関し、重要な情報源である。機能

的な住民登録・人口動態統計 (CRVS) により、政府は信頼
性があり、かつ最新の人口と死因を含めた死亡統計を得る

ことができ、それにより有効な保健・社会的プログラムを

計画・実行・モニターすることができ、かつミレニアム開

発目標 (Millennium Development Goals; MDGs) や持続的開
発目標 (Sustainable Development Goals; SDGs) といった国
際的目標へ向けた進捗も追跡することができる。こうした

統計は、成果を定量化し、サービスが必要な社会的から取

り残され た人々の同定することで、貧困に対抗するために
不可欠で ある2)

。事実、SDGs の目標 16「様々な人がインクル
ーシブに暮らす社会の促進」の指標として CRVS の 1 つ
である  出生登録が取り上げられており、開発途上国の 
CRVS システムの構築が世界的な公衆衛生課題として注目
されつつ

ある

8) 9)
。

 

 

表 1：各Vital Event の定義 3）
 

 

生児出生 (Live birth) 
母親からの完全なる娩出あるいは摘出された受胎による生成物が、妊娠期間は問わず、分

離後、呼吸や心拍や臍帯動脈の拍動、自発的な筋肉の動きを認めた場合 ( 臍帯結紮や、胎
盤の付着の有無によらない )、このような生成物の出生を生児出生 (Live Birth) とする。 

死亡 (Death) 生児出生後、一生の中ですべての生命活動の証拠の永続的な消失 ( 胎児死亡は含めない ) 

 

胎児死亡 (Foetal Death) 
妊娠期間に問わず、受胎よる生成物の母親からの完全なる娩出あるいは摘出前の死亡。死

亡は、分離後、胎児が呼吸をせず心拍、臍帯動脈の拍動あるいは自発的運動のようなどん

な生命活動も認めないことで示される ( この定義は、生児出生以外のすべての在胎期間を 

広義に含む )。 

結婚 (Marriage) 配偶者との法的関係性を成り立たたせるための行為、儀式あるいはプロセス。夫婦の法的 

根拠は市民社会、宗教などのそれぞれの国の法律で認められたやり方で確立される。 

離婚 (Divorce) 結婚の最終的な法的解消。配偶者の分離により、当事者は , 法に則り市民社会・宗教など 

の規範において再婚する権利を付与される。（登録されたパートナシップにおいても同様） 

婚姻の無効 (Annulment) それぞれの国の法に則り、所轄官庁による結婚の無効化。これによりその当事者は未婚の 

ステータスが付与される。 

司法分離 (Separation Judicial) それぞれの国の法律の則り、再婚の権利を付与されない形での結婚者の離別。 

養子縁組 (Adoption) それぞれの国の法律に則り、ほかの両親の子供を自分の子供として法的かつ自発的に育てること。 

準正 (Legitimation) それぞれの国の法律に則り、嫡出出生した人に与えられる権利・ステータスを公式に付与すること。 

認知 (Recognition) 自主的あるいは強制的な、嫡出ではない子に対する実父としての法的認定。 

出 展 ：UN, Handbook on Civil Registration and Vital Statistics Systems, 1998 
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B, CRVS をめぐる世界的動向 
 

ランセットでは CRVS 関連のシリーズ論文を 2007 年と 

2015 年に掲載しており（2007 年 “Who counts ?” シリー
ズ 10)-14)

、2015 年 ”Counting births and deaths” シリーズ 2) 15)-

17))
、脆弱なCRVS システムを、未登録でいる貧困かつ社会的

弱者における一見見えにくい世界的課題として取り上げ議論

しており、CRVS システムに対する投資の少なさを、” 過去 
30 年における唯一の最も重要な開発課題上の失敗” として特
徴づけている。CRVS システムが機能しなければ、政策決定
者や立案者は人口規模や分布、出生率・死亡のパターン等、社

会経済・保健政策の立案や現在から将来にわたる公共サービス

に対する人々のニーズ満たすために必要な最も基礎的情報

を得ることができないことになる 18)
。グローバルレベルの

公衆衛生課題として、CRVS システムの重要性はますます認
識されつつある。 

上記のような状況の中で、CRVS システムは援助団体、国 
連機関、学術機関や地域レベルのイニシアティブによって

国際的課題として取り組まれるようになった。2000 年以降
の CRVS システムに関わる国際動向を表 3 に示す。2000 年
当初は、WHO の Health Metrics Network19) 

や Queensland 
大学の保健情報システム Knowledge Hub によって特定の
国へ技術的・資金的支援を行っていたが、次第に地域レベ

ルでのイニシアティブによって各国の CRVS システムへの
支援が行われるようになった。各地域でのイニシアティブ

を表 2 に示す。世界的な動向としては、2011 年に女性と
子供の健康に関する情報説明責任委員会（Commission     on 

Information and Accountability for Women’s and Children’s 
Health；以下 CoIA)21)22) 

における報告が重要なマイルストー

ンである。この委員会が結成された背景としては、ミレニ

アム開発目標 (MDGs)4 と 5 の達成に向けた国連事務総長
が ” 女性と子供健康の実現に向けたグローバル戦略 ”20) 

の中

で、国連事務総長が打ち上げた Every Woman Every Child 
Initiative が挙げられる。この Initiative の打ち上げを受けて、
戦略の実現のためには、女性と子供の健康への取り組みが

適時的にインパクトを持って行われるための情報説明責任

のメカニズムの確立が必要不可欠であるいう理由から、CoIA 
が結成された。委員会では 10 の提言がなされ、その 1 番
目として CRVS を改善するべきことが提言されている。な
お、本提言を受けて、グローバル戦略に関連する成果やリソ

ースと、委員会の提言の進捗を国連事務総長に定期報告す

るため独立専門家グループ（ Independence Expert Review 
Group; iERG）23) 

が設立され、本グループが、CRVS を含ん
で MDG 4 と 5 に関する情報説明責任の途上国にお 

ける進捗を 2015 年までモニターした。 

また、2016 年 1 月に採択された持続可能な開発目標 
（Sustainable Development Goals; SDGs） においても目標 
16” 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、
すべての人々に司法へのアクセスを提供し、すべての人々

に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効

果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する  ” の中で 
CRVS の一つである出生登録に関連のある指標が含まれ

る 
24) 
。

 

 

表 2：各地域における CRVS をめぐる動向 
 

地域 動向 

 
 
 

アフリカ 

国連アフリカ経済委員会  (UN Economic Commission for Africa; ECA) , アフリカ連合委員会 (Africa 
Union Commission; AUC), アフリカ開発銀行 (Africa Development Bank; ADB) が国際機関の支援を受けて主
導する CRVS 改善促進アフリカプログラム (Africa Programme on Accelerated Improvement of CRVS; 

APAI CRVS) 25)
。が、CRVS 推進を主導している。 

プログラムでは、2012 年に南アフリカにて第 2 回会議を開催し、すべてのアフリカ国家が CRVS シ
ステムに関する包括的な評価を行い各国で具体的かつ実行時期を明記した国家活動計画作成するとす

る専門家による提言を採択した 26)
。APAI CRVS は中期的な地域 CRVS 改善計画 (2011 年 -2015 年 ) を

元に行われているが、2016 年  -2020 年の地域活動計画については、2015 年にコートダジュールで開催
された第 3 回会議で採択された。現在 APAI CRVS は AUC の永続的な大臣級フォーラムとなっており、
各国に対し CRVS 制度評価や戦略策定、優先順位づけ、費用分析や CRVS データ収集・分析・利用に関す
るトレー 

ニングなどに関する技術支援を行っている。 

 
 
 

アジア太平洋 

国連アジア太平洋経済社会委員会 (United Nation Economy and Social Commission for Asia and the 
Pacific; UNESCAP) が国連機関などからの支援を受けて CRVS に関する地域プログラムを策定し 2012 年
に開催された各国の統計局、住民登録局、保健省等における政策決定者からなるハイレベル会合にて採

択された 27)
。 地域活動計画では CRVS の評価、戦略策定、トレーニングなどへの要求に対応する地域メ

カニズムを設立した。2014 年、UNESCAP は CRVS に関する大臣級会合を主催し 2015 年 -2024 年まで
をアジア太平洋地域における CRVS のための 10 年とする宣言を行った。会議では、2024 年までの目標
値を設定し、CRVS を強化するために異なるセクターに跨る政治的コミットメントの重要性が再確認さ
れた。太平洋諸島では、Vital Event の適時的な登録が、島同士の距離や継続的なコミュニケーションの
不足などから、とても困難な地域であるが、ブリスベンアコードグループ (Brisbane Accord Group ; 
BAG) が中心となり、太平洋人口統計活動計画が策定された 28)

。BAG は 15 の太平洋諸国を支援し、90% 
の国 

で CRVS の包括的評価を行い、39% の国で CRVS 国家改善計画の策定に関わった。 
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地域 動向 

 
東地中海 

WHO 東地中海地域事務局 CRVS 戦略が 2013 年に地域委員会会合で採択された。当戦略策定に当た
り、各加盟国の保健省・登録省・法務省・内務省などの代表が参加し多くの主要ドナー (WHO, UNICEF, 
UNESCAP) によって支援された 29)

。22 の加盟国中すべてで CRVS 迅速評価が実施されており、5 か国
で包括的評価が実施され CRVS 国家改善計画が策定されている。 

 

 
アメリカ 

米州開発銀行 (Inter America Development Bank; IADB) が、2011 年に採択された成長と社会福祉戦略の
ひとつとして、Vital Event の適時的かつ質の高いデータを得るために、住民登録局と人口動態統計局との
連携強化プロジェクトに投資をおこなっている 30)

。戦略の２つの柱は登録 / 認証管理システム強化と国
家統計システム強化である。また、汎アメリカ保健機構 (Pan American Health Organization; PAHO) は、
人口動態統計・保健統計強化活動地域計画を 2008 年に策定し  31)

、活動は順調に進んでおり、これま

で、25 加盟国のうち、11 か国で目標を達成している。この地域の CRVS の特徴は、Vital Event の届出 
/ 登録における保健セクターの役割の重要性と、データ収集・分析・拡散の際の、国家統計局と保健セク
ターの強い協力関係である。しかし、こうした取り組みにかかわらず CRVS システムの脆弱な低開発国
においては、貧困や遠隔性から多くの住民が登録にアクセスできるわけでない。また、出生登録では大

きな進捗がみられているが、死亡登録や死亡原因の記録に関しては強化が必要である。 

出 展 ；Carla et al , Civil registration and vital statistics: progress in the data revolution for counting and accountability, 2015 
2)

 

 

表 3：CRVS をめぐる世界的動向 

2003 年 WHO ジョン・ウォック・リー事務局長発言 ”To make people count, we first need to be able to count people.” 

(WHO スタッフへ向けたスピーチの中での発言 )32)
 

2004 年 Health Metrics Network( 以下 HMN) の設立 (2013 年に活動終了 ) 

 

2005 年 
・HMN の保健情報システムフレームワークの 1 つとして CRVS が取り上げられた 33)

。 

・WHO ブレティンにおいて、死亡と死亡原因の CRVS システムに基づいた情報の質に関する最初の詳細な評価 

が報告された 34)
。 

2006 年 HMN により設立された Vital Event モニタリングイニシアティブ (MoVE) により CRVS の重要性に関する一連

の 

報告が出た。 
 

2007 年 
・ランセット “Who counts?” シリーズ出版 1)

 

・WHO 口頭剖検 ( 注 ) 標準化デザインの出版 35)
 

・WHO CRVS 関連の CD-ROM 版ツール・ガイドライン集の出版 36)
 

2008 年 Queensland 大学保健情報 Knowledge Hub (UQHISHub) 設立 (2013 年活動終了 ) 

2009 年 ・UNECA にて CRVS に関する専門家ワークショップの開催 37)
 

・UNESCAP の統計委員会が CRVS に取り組むことを表明 38)
 

 

2010 年 
・HMN MoVE が 14 か国以上で CRVS 改善プロジェクトを支援 39)

 

・第 6 回アフリカ統計開発シンポジウム ( カイロ・エジプト ) で CRVS が取り上げられる 40)
 

・第 1 回アフリカ住民登録担当大臣級会合 ( アジスアベバ、エチオピア )41)
 

・G8 ムスコカイニシアティブ “ 妊産婦・新生児・乳児の健康 ” にて CRVS にて言及 42)
 

2010 年 ・ESCAP ハイレベル会合にて、CRVS に関する決議を採択し、地域戦略フレームワークを承認した 43)
。 

・CoIA が CRVS を優先課題の 1 つとして提言した 21)
。 

 
2012 年 

・Global Burden of Disease (GBD) の出版 44)
 

・第 7 回アフリカ統計開発シンポジウム ( ダーバン、南アフリカ ) にて、CRVS 強化 6 年計画が採択された 45)
 

・第 2 回 CRVS 大臣級会合 ( 南アフリカ ) にてアフリカ諸国において CRVS に対する人材・インフラの整備の
必要性について言及された。 

・CoIA iERG 最初のレポートで CRVS 改善のための重点活動が提言された 21)
 

 
 

2013 年 

・WHO/UQ HISHub/HMN 包括的 CRVS リソースキットの出版 

・国連人権委員会にて人権・小児保護・人道支援計画において出生登録の重要性について決議がなされた 46)
。 

・ESCAP にて地域計画を策定・実行するための地域運営グループが設立された 47)
。 

・WHO 東地中海地域事務局 CRVS 専門家会合にて CRVS 改善地域計画が採択された 48)
。 

・最初の CRVS 費用分析研究の策定 49)
 

・WHO/Government of Canada/World Bank/UNICEF 会合にて、CRVS 改善にむけた保健セクターにおけるガイ 

ドラインについて話し合われた 50)
。 
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2014 年 

・国連統計局が CRVS に関する原則を改訂し提言をおこなった 51)
 

・世界銀行 CRVS 拡大投資計画の発行 52)
 

・WHO, CRVS 時代における死亡統計に関する会議 53)
 

・アジア太平洋地域における住民登録に関する会議（UNICEF, ESCAP, UNHCR, WHO, Plan International と EU 
により支援） 
・世界銀行、カナダ・ノルウェー・アメリカ合衆国政府が Global Financing Facility (GFF) の設立を発表。健康関
連 MDG を促進するために開発途上国の計画を支援する目的で、2030 年までに、すべての人に出生・死亡登
録を広げることを目標に CRVS を重点分野として取り上げている 54)

。 

・UNHCR が出生登録に関するグローバル活動計画を出版 55)
 

・アジア太平洋地域の CRVS 大臣級会合で 2015-2024 を CRVS のための 10 年を宣言 27)
 

 
 

2015 年 

・第 10 回アフリカ統計開発シンポジウムで CRVS 改善にむけた進捗をレビュー 

・第 3 回アフリカ CRVS 大臣級会合 ( コートダジュール ) 
・UNHRC が、出生登録に関し “ 国際的開発目標達成と良好なガバナンスを促進するため、人口動態統計の作成、
効果的なプログラム・政策の計画・実行を行うために必要な包括的な住民登録システムのひとつ “ として出生登録
に関して言及した 56)

 

・Bloomberg  Philanthropies  が、CRVS  強化を優先課題のひとつとして、開発途上国における保健情報プログラム
に対し 1 億ドルを拠出した。 

・持続的開発目標 (SDGs) の目標 16 の指標のひとつに出生登録がふくまれた 24)
 

( 注 ) 口頭剖検 (Verbal Autopsy); 口頭情報による死因の特定 

出 展 ；Carla et al , Civil registration and vital statistics: progress in the data revolution for counting and accountability, 2015 
2)

 

 

C, CRVS の 現 

状C-1： 出生登

録 

UNICEF によると低・中所得国における住民登録の 2013 
年のカバー率推定としては、5 歳未満の児の 1/3 が出生登録
を未登録であり 57)

、公式には法的な身分証明が存在しない。

出生・死亡登録を比べると、一般にほとんどの国において、

出生登録率が死亡登録率より高い傾向にある。これは、死

亡登録にくらべ、出生登録の方が直接的な利益を住民が享

受することができるからである。例えばインドにおいては、

2011 年の死亡登録率が 66% であるのに比べて出 

生登録率は 88% である 60)
。出生・死亡登録率の世界的進捗

について、出生登録は、UNICEF によると、2010 年世界平
均と低開発国平均がそれぞれ、40%、65% であったが、こ
れは 2000 年に比べ改善が見られている 61) ( 図１)。また、
出生登録の遅延登録もしばしば問題になる。小児は、出生

証明書がある入学など特定の目的に必要になるまで出生登

録を行わないことがある。図２にあらわすように、国の制度・特

徴により遅延登録の頻度は異なる 57)
。遅延登録は、無登録

になるよりは良いが、低出生登録率の一因となるだけでな

く、小児死亡、特に早期新生児死亡の過少届出の原因ともな

る。 

 

図 1：地域別 5 歳以下児の出生登録状況の推移 図  2：各国における５歳以下児の
出生登録が行われた（月）齢 

 

 
出 展 ；Carla et al , Civil registration and vital statistics: progress in the 

data revolution for counting and accountability, 2015 
2)

 

出展；UNICEF, Every Child’s Birth Right,2013 
5,6）
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C-2： 死亡登録 

 

死亡登録に関しては、WHO や世界銀行（World Bank; 世
銀）などの 2012 年の推定によると 2/3 の死亡が登録 され
ておらず、さらに半分以上の WHO 加盟国においては、死
亡原因データを収集してないか、データが存在していても

その信頼性は弱い 52),58)
。また、進捗に関しても、Mikkelsen 

らによると、世界平均は 2000 年にくらべ  2010 年までに 
36% ～ 38% と非常に緩やかな改善が認められているのみで
ある（ただし、5 歳未満の小児に関して言えば  58% ～ 
65％へ改善している 16）

）（図 3）。死亡登録の改善には、埋
葬や葬式の許可の関わる機関の関与が重要である。例えば、

エジプトでは埋葬許可に死亡証明書が必要になったため、

死亡登録率がほぼ 100% となっている 62)
。また、死亡登録

率が上昇したとしても、正確な死亡原因の記録もきわめて

重要である。しかし、保健セクターにおける死因診断技能の

不足や、保健セクター外で発生した死亡の扱いの難しさや死

因統計システムの脆弱さ等の理由で、低・中所得国に 

おける死亡原因の適時的かつ正確な把握は難しい課題であ

る。 
 

C-3： CRVS に関連する指標 
 

Mikkelssen et al16) 
らにより考案された各国の  CRVS パフ

ォ ー マ ン ス を 示 す 指 数 （Vital Statistics Performance 
Index; 以下  VSPI）では、死因統計も含めた死亡登録のパ
フォーマンスを数値化している 63)

。ただし、VSPI は直接的
には死亡統計のパフォーマンスを表すものであるが、間接

的には、死亡統計のパフォーマンスを CRVS により得られ
た人口動態統計の質と利用の代表値として見ることでCRVS 
全体のパフォーマンスを表す指数として用いることもでき

る。VSPI は以下６つの項目（表 4）を考慮して作成された
指数であり、パフォーマンスを 0（低い）-1（高い）で表す。
データが手に入った 148 か国で調査を行っており結果は図 

4 に表す。 

 

表 4：CRVS パフォーマンス指数 (VSPI) の作成に使用された指標の詳細 

項目 使用した指標 

死亡報告の質 Global Burden Disease 64) 65) 
において、死因を特定できない Garbage Coding の割合 

年齢・性別報告の質 年齢・性別は特定できない割合 

内的整合性 医学的に不可能な診断名の割合 

死亡報告の完全性 報告の完全性 

死因の詳細 Global Burden Disease において分類された死因の数 (192 種類 )66) 
からみた実際の死因の数の割合 

適時性 統計学的処理 (Exponential Smoothing Method ) 

出展；Phillips et al, A composite metric for assessing data on mortality and causes of death: the vital statistics performance index, 2014 

 

予測通り、ヨーロッパ、アメリカオーストラリア、一部

のアジアとラテンアメリカの国で高パフォーマンスが見ら

れ、多くのアジア・アフリカ諸国は低パフォーマンスである。ま

た、継時的にみると、過去 30 年の、死亡登録率の上昇 

率は緩やかであるが、VSPI での内訳の推移をみると、全体
の死亡登録（あるいは CRVS）のパフォーマンスの上昇が
みられる（図３）。 



図 3：1980 年から 2012 年までの CRVS システムに登録された死亡の世界における状況 

12 

 

 

 

 
 

The five different colours in each bar represent the country groupings according to the quality of 
their CRVS systems. The vertical axis shows the annual average proportion of all deaths that were 
registered in the period indicated on the horizontal axis 

出展；Mikkelsen et al
16)

. A global assessment of civil registration and vital statistics systems: monitoring data quality and progress, 2015 

 
 
 

図４：2005 年から 2012 年に得られた人口動態統計パフォーマンス指数 (VSPI) からみた
CRVS システムの世界的現状 

 

出展；Mikkelsen et al
16)

. A global assessment of civil registration and vital statistics systems: monitoring data quality and progress, 2015 
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C-4： CRVS システムをめぐる途上国における問題点 

 

すでに示した低中所得国における住民登録の低いカバー

率の原因について、以下があげられる。まず法的な問題が

ある。多くの国において、出生・死亡の地方行政機関への

報告に関する法的枠組みは存在するが、その法律自体が不

完全なものであったり、改訂が必要であったり、その執行

が不十分であったりする。また、総務省・保健省・統計省・

国防省などの各関係省庁間のコミュニケーションの弱さや

責任の不明確さによって、CRVS システムの法的・統計的
性 質を複雑にしている。さらに、宗教ベースの NGO など
が、貧困家庭やマイナリティグループの人口統計を管理して

いる場合があり 59)
、質の高い CRVS システムの実現に向け

てさらに問題を複雑化している。さらに、住民が登録の必

要性がわかっていながら、物理的・社会経済的障壁により

登録所へアクセスできないことも大きな理由である。また、

貧困者や社会的弱者等その日暮らしの生活をしている人々 
にとって、住民登録による中・長期的な利益に意味を見出 
すことは難しく、登録を行うインセンティブが働かない。

このような社会経済文化的障壁も CRVS システムの強化を
行う際に考慮しなくてはならない。 

このような問題点を解決し質の高い CRVS システムを構 

築 
するためには、CRVS に関連する法的枠組みの整備だけで は
なく、その執行状況の管理が必要であり、各省庁や NGO、宗
教・市民団体を含む異なる組織間の効果的な協力体制や適時

的な情報の共有等コミュニケーションの促進が重要である。さ

らに、住民の登録へのアクセスを改善するためには、どのよう

にその社会経済文化的障壁を取り除き、住民へインセンティブ

を付加するかが重要であり、行政機関による強制的登録ではな

く、国家と市民社会との信頼を促進しつつ、住民へのサービス

の一つとして CRVS を認識される必要がある。 
 

D, CRVS と保健セクターの関わり 
 

保健セクターは、CRVS に関連した情報の収集のみではなく 

CRVS で得られた情報の保健分野への有効利用という面におい
ても重要である。この項では、まず、CRVS システム特に出生
登録と死亡登録それぞれについて、保健セクターがそれぞれの

情報を有効に収集するための果たす役割を述べ、その後、機能

的CRVS の果たす保健分野への貢献についてまとめる。 
 

D-1： 出生登録における保健セクターの役割 
 

出生登録において、保健セクターの重要な役割は届出

(notification) と、それを通じた登録機関へのエントリーポ
イントとしての役割である

2)
。出生登録率を改善するために、

保健セクターと登録機関とのつながりが重要であり、コン

タクトポイントとして保健セクターと CRVS システムとの
リンクを有効に組むことで改善が見込むことができる。例 

えば、南アフリカ共和国では、病院や保健センターに登録所

を設け、遠隔地にはモバイル登録サービスを提供することで

出生登録率の大幅な改善が認められた 67)
。さらに、保健セク

ターの役割は出生の遅延登録の減少にも重要である。メキシ

コでは、2008 年に保健省が出生証明の発行に関わることで、
遅延登録が 10% 程度減少したとする報告がある 2)

。また、ほ

かの多くの国においても保健セクターの CRVS システムへの
関わりを強化することで出生登録率の改善が認められとする

報告が多数ある 68) 69)
。 

 

D-2： 死亡登録における保健セクターの役割 
 

死亡登録に関しての保健セクターの役割は届出(notification) のみ
ならず、死亡原因の認証という役割がある。正確な死亡原

因が含まれた死亡証明書の発行かどうかは、診断をする臨

床家が国際標準の死亡証明書を作成できる能力をどれだけ

もっているかによる 70) 71)
。また、死亡原因を国際疾病分類

（International Classification of Diseases; 以下 ICD) に沿っ
てどれだけコード分類を行えるかどうかも重要である 
72)
。死亡原因の疾病分類ができない死亡が増えると、公衆 

衛生政策決定者にとってほとんど有用な情報とならないこと

になる 73) 74)
。死亡は時に家族、警察や医療職以外の人によっ

て報告されるが、死亡の背景にあ る疾患や傷病に関しては医
療訓練をうけた人だけが信頼性をもって判断できる。実際に、

病院の死亡原因情報が医療訓練を受けていないスタッフによ

って収集されていた場合、結果として、死亡原因の分布が全

体の人口の死亡原因を、信頼性を持って表すことができない

とする報告がある 75) 76)
。このように死亡原因の同定には医療

スタッフの死因分類や死亡証明書に関する知識・技能が必要

であるが、同時に保健セクター内での死亡・死亡原因の報告

システムや、死亡原因を同定するためのよりどころとなる診

療記録も重要な視点であり、さらに Mikkelsen らは、病院外
での死亡の死亡原因を把握するために、口頭剖検の重要性を

訴えている 77)
。 

 

D-3： CRVS システムの保健分野への効果 
 

次に、機能的な CRVS システムの保健分野における恩
恵についてまとめる。Phillips らは 13)

、CRVS システムの保
健分野への効用を、①人権や様々な社会サービス等を保証

する法的根拠を提供する。②正確な、人口動態・死亡デー

タを適時的に収集するためのツールとなるとし、図５のよ

うに、CRVS システムの効用に関する各種サービス指標と
の関連図を整理した。Phillips ら 15) 

は機能的な CRVS シス
テムと各種健康指標との関連を調査している。彼らは前述

の 

VSPI と健康寿命の関連を、GDP、都市化率、保健システム 

アクセス率、避妊薬の使用率で調整し統計学的に精査した

ところ、優位に VSPI が高い、つまり CRVS が機能してい
る地域と、長い健康寿命に関連があったとしている（図 5）。 
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図 5：健康寿命(Healthy Life Expectancy; HALE) と人口動態統計パフォーマンス指数 (VSPI) との関連 
 

 

 

 
出 展 ；Phillips et al, Are well functioning civil registration and vital statistics systems associated with better health outcomes?, 2015

15)
 

 

図 6：CRVS の効果の関連図 
 

出 展 ；Phillips et al, Are well functioning civil registration and vital statistics systems associated with better health outcomes?, 2015
15)
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E, 今後の研究課題 

 

CRVS システムの包括的評価として、アジア太平洋地域で
行ったジン族調査 78) 

やアフリカ地域で UNECA が行った多
角的概要分析 79) 

などの報告があるが、特に低開発国での情

報は限られている。Carla らは、今後 CRVS の改善を目指す
ため以下の研究課題に取り組むことが必要としている 17) 80)

。 

● CRVS に対する住民レベルでの認識 

● CRVS へのアクセス阻害要因 

● CRVS システムにおける保健セクターなど各公的
組織の役割 

● 政治的関与：メディアの使用、アドボカシー、政治

家の理解・役割、政策への反映 

● CRVS に関わるコスト、費用対効果 

● 法的枠組みと法的文書の活用 

● CRVS データの報告システム、分析、普及能力： 
ICD-10 導入方法 , 口頭剖検導入方法、多施設の巻き
込み、電子データの利用効果等 

● 多省庁間の協調：協力体制のインパクト 

● 災害時の CRVS 活用 

● CRVS の国家政策への反映方法 
 

上記のように、CRVS は幅広い分野・組織にまたがる課
題であり、多角的な視点をもって取り組む必要がある。中

でも D に示したように保健セクターと効果的な CRVS シス
テムの構築に関しては、お互いに強い関連性がある。図７

に 
CRVS と保健セクターの関連ならびに今後必要な研究課題
についてまとめた概念図を示す。 
まず、出生登録と死亡登録における現状と問題点は、そ

れらの低登録率に加え、出生の遅延登録や不正確な死因特

定であり、また双方に影響する要因として、CRVS の関連
す 

る法的枠組みの不備や不十分な執行状況、異なる関連組織

間のコミュニケーション不足や不明確な責任の所在等が挙

げられることが既存の文献からの結果である。 
また、効果的な CRVS システム（特に、出生と死亡）構

築のために、保健セクターは届出や証明書の発行を通じた

住民の CRVS システムへのエントリーポイントや、正確な
死因特定を行うための情報源として重要な役割を担う必要

がある。Mikkelsen らによると 77)
、特に、正確な死亡原因

の把握のために、保健セクターにおける質の高い情報シス

テムが必須であると論じている。しかし、現在、中・低所

得国における CRVS システムにおいて保健セクターが果た
している役割は明確ではなく、さらに、各国の保健セクター

におけるグッドプラクティスも知られていない。 

そして、機能的な CRVS システムから保健セクターがう 
ける恩恵としては正確な人口動態・死亡データの把握と、そ

れを元に効果的な保健政策が策定されることで、保健指標の

改善に寄与することがあげられる。実際に、D-3 で紹介した
ように、Phillips ら 15) 

は CRVS のパフォーマンスと健康寿命
との関連性が認められると報告している。しかし、健康寿命

のみではなくその他様々な保健指標に対する CRVS の中・長
期的効果や、途上国における保健セクターが CRVS に関連し
て得られたデータをどのように活用しているのかは明らかで

はない。 

したがって、今後の調査では、途上国の保健セクターに 

おける出生・死亡統計情報の管理状況、死因同定のプロセス

や関連部署間の連携等を調べることにより、途上国の保健セ

クターにおける CRVS システム（特に、出生と死亡） での
役割や得られた情報の活用状況について現状を明らかにし、

改善点すべき点をまとめ、途上国の CRVS システムに対し
国際社会が支援すべき活動に関し提言を行うことを目的とし

ている。 

 

図 7: CRVS と保健セクターの関連 

作成：本研究班 
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4．フィールド調査 
 

4-a）住民登録・人口動態制度における保健セクターの役割
に関する現状調査 

 

4-a-1 ）調査概要 

［1］研究の背景 

Civil Registration and Vital Statistics（ 住民登録と人口動
態統計：CRVS）は、様々な公衆衛生課題への政策の策定
上必須情報システムであり、我が国では正確な情報管理に

おいて既に長年の経験がある。しかし、世界では世界保健

統計によると、出生登録が 80% 以下である国は 60 か国
以上あり、正確な人口動態はなされていない。ポスト 

2015  国連開発目標として採択された持続可能な開発目標 

（Sustainable Development Goals: SDGs）24）
には、保健関連目

標として死亡率に関連した目標があり、その指標測定には

正確な住民把握は極めて重要である。また、SDGs では指標
として「様々な人が包摂的に暮らす社会の促進」のために 
CRVS の 1 つである出生登録の重要性が取り上げられてお
り、開発途上国の CRVS システムの構築が世界的な公衆衛
生課題として注目されつつある。CRVS システムは、法・行
政組織・データ収集技術等様々な構成要素からなるが、特

に、保健セクターを通じた保健医療情報システムは、出生・

死亡通知や正確な死因診断のために、重要な構成要素の 1 つ
である。しかし、各開発途上国における保健セクターの CRVS 
システムにおける役割について現状が明らかではない。 

 

［2］研究の目的 

開発途上国の CRVS システムにおける保健セクターの役
割に関し現状分析を行い、CRVS システムに関連した保健セ
クターの役割強化に対し提言をまとめ、保健省並びに各関係

ドナー、また今後の協力の可能性について、日本国厚生労働

省等に対し有用な情報提供を行う。具体的には、各保健医療

機関において、出生・死亡統計情 報の管理状況、死因同定
のプロセス、担当部署の連携等について分析し、今後、保健

セクターにおける CRVS 関連情報管理に関して、改善点すべ
き点をまとめ、国際社会が支援すべき活動に関し提言を行う。

また、日本からの当該分野への医療協力においても、効果的

な支援の方法に関して提言を行うことを目的としている。 
 

［3］研究対象 

国立国際医療研究センター（National Center for Global 
Health and Medicine: NCGM）の海外拠点があるラオス人民
民主共和国と、NCGM 職員が派遣されているザンビア共
和国の保健医療施設および保健行政機関における保健情報

管理担当者、並びに日本国厚労省保健情報管理担当者。ザ

ンビアおよびラオスは、当センター国際医療協力局とプロジ

ェ 

クト等を通し保健省と強い協力関係がある。当研究を行う

上で各国保健省レベルでの協力がかかせず、保健省と関係

性が強い上記２カ国をとして実施可能性が高いと判断した

ため上記２カ国を海外におけるフォール度調査対象国とし

た。 
 

［4］調査施設数と期間
調査施設数 
各国状況に応じて、各国研究協力者に紹介された保健行

政機関、保健医療施設数施設において調査を行った。海外

のフィールド調査における対象施設詳細については、以下

各国の報告項参照。日本においては、保健医療施設は調査

を行わず、厚労省保健情報担当者からのインタビューのみ

行った。 

研究期間 
調査期間は、倫理審査承認日から 2018 年 3 月まで。各国

の調査期間は、以下各国の報告項参照。 
 

［5］調査項目 

海外フィールド調査では、各保健医療施設並びに保健行政機

関の保健情報担当者へ インタビューを行った。調査票は人口
動態統計システム迅速評価ツール（Mikkelsen,2015 78)

） 等文
献レビューに基づき以下 A,B2 種類の質問項目を作成した。 
各調査票詳細については巻末参照。（A. 出生・死亡情報管理
状況質問票 _ 保健行政施設用 。B. 出生・死亡情報管理状況
質問票 _ 保健医療施設用）。また、日本における調査におい
ては、上記 A の質問票を元に厚労省保健情報担当者にイン
タビューを行った。 

 

［6］データ分析 

チェックリストの各項目の各保健セクターの実施状況に

関して、保健医療施設レベル毎のデータとしてまとめ、保

健セクターにおける CRVS システムの現状についてまとめ
た。データの視覚化のため、調査データは分析表( 巻末参照) 
を用いて 21 の項目において分析された後、CRVS 情報シス
テムを構成する以下 10 分野にわけてまとめられ、各項目 
につき 4 段階の評価（0：最低点、3：最高点）をつけ平均
化した上で、保健医療施設レベル毎のデータとしてマトリ

クス化した。 
 

［7］倫理的配慮 

本研究では、患者や一般住民を対象とはしないが、対象で

ある事業担当者その他のインフォーマントの氏名、住所等の

個人を特定できる情報（個人情報）は、厳重に管理し、個人

情報の流出を予防した。インフォーマントには、主任、分担

研究者から守秘誓約書を発行する。国立国際医療研究センタ

ー倫理員会ならびに対象国 ( ラオス、ザンビア ) における倫
理委員会の審査を受け、承認を得た上で研究を開始した。 
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4-a-2 ）ザンビア共和国における住民登録・人口動態制度に

おける保健セクターの役割に関する現状調査 
 

［1］研究の背景/ 目的：上記調査概要を参照 
 

［2］調査施設と調査期間
調査施設： 
ザンビア国が定める保健医療施設レベルに基づく１次から 

3 次レベル保健医療施設のうち各レベル 2 施設（総計 6 施設）
において、保健情報担当官に対し、出生・死亡数等の基礎情

報収集に加え、上記当研究で作成した調査票を元にインタビ

ュー調査を行った。（3 次病院：大学教育病院、リビングス
トン中央病院。2 次病院：Levy Mwanawasa 総合病院、チョ
マ総合病院。1 次病院：チョングエ郡病院、カロモ郡病院） 

調査期間：2016 年 4 月から 5 月にかけて調査を実施した。 
 

［3］調査項目/ データ分析：上記調査概要を参照 
 

［4］結果 

A. 基礎データ：2015 年各医療施設における出生数（図  8） 
と 2015 年各医療施設における死亡数と到着時死亡数＊

（図9）
をいかに示す。 
* ザンビアにおいて DoA(Dead on Arrival) は来院後 24 時間以内の死亡、
BiD(Brought in Dead) は来院時すでに死亡していた症例と区別される。 

 

図 8 

図 9  
 

 
 

B. 保健医療施設における CRVS の現状 
 

また、調査票（巻末参照）を元に調査対象施設の保健情 
報担当官に対し行ったインタビュー調査データを、分析表 

（巻末参照）を用いて 21 の項目について分析した後、CRVS 

情報システムを構成する以下 10 分野にわけてまとめられ、
各項目につき 4 段階の評価 (0：最低点、3：最高点 ) をつけ
平均化した上で、医療レベル毎のデータとしてマトリクス化

した。結果を 各医療施設毎における CRVS の現状（図10）
として示す。 

 

表 5: 保健医療施設における CRVS 情報システム評価 

10 分野 

A. 内部規定 （責任者、報告フォーム、報告頻度等） 

B. 情報収集のためのインフラ整備（ＰＣ，インター
ネット等） 

C. 情報収集・報告活動（報告方法、標準手順への
遵守度等） 

D. 国際疾病分類 (ICD) コードの質に関わるファク
ター（研修受講状況、ICD 本等） 

E. 国際疾病分類 (ICD) コーディング実施の有無 

F. データの信頼性に関する監督（スーパービジョ
ンの有無等） 

G. データの活用と上位機関からのフィードバック 

H. 到着時死亡症例 (Dead on Arrivals / Brought in 
Dead (DoA/BiD)) データ管理 

I. 死亡情報収集に関わる診療録の質（ランダムサ

ンプリングし、調査者が評価） 
J. 死亡・出生住民登録への促進活動（省横断的な

会議の開催、患者への説明等） 
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図 10：ザンビア各医療施設レベルにおける死亡・出生情報システム現状調査結果 
 

 
Tertiary level Secondary level First level 

A. 内部規定 3.0 3.0 3.0 

B. 情報収集のためのインフラ整備 2.5 2.0 1.5 

C. 情報収集・報告活動 2.3 2.5 2.3 

D. 国際疾病分類（ICD）コードの質 1.5 1.2 0.8 

E. 国際疾病分類（ICD）コーディング実施 3.0 3.0 1.5 

F. データの信頼性に関する監督 1.3 0.8 0.8 

G. データの活用と上位機関からのフィードバック 2.3 2.3 2.1 

H. 到着時死亡症例データ管理 2.2 1.5 1.3 

I. 死亡情報収集に関わる診療録の質 1.1 1.3 1.3 

J. 死亡・出生住民登録への促進活動 1.8 1.3 1.5 

     2<<=3  1<<=2  0<<=1  

 
 

C. 結果のまとめ 
 

1. CRVS 情報管理に関する内部規定は存在するが、標準
手順への遵守率が十分ではない施設がある 

2. CRVS 情報管理に必要なインフラ整備が不十分である 

3. 国際疾病分類（ＩＣＤ）コーディングの実施に当たり、

医療スタッフの能力が不十分であり、根拠となる診療

録の記載が適当ではないものがある 
4. 来院時死亡症例の死因やその背景に関して検討するシ

ステムが不十分である 

5. 住民登録率を改善するための対策が不十分である 

6. 上記の課題は保健レベルが末端に行くほど大きくなる

傾向がある 
 

［5］考察と政策提言の抽出 

結果から、保健医療施設における CRVS 関連情報改善へ
むけて、ザンビア保健省に対し以下政策提言を行った。 

 

A. 出生・死亡情報管理システムの改善 

• 標準化された報告手順の実施率改善へ向けた行動戦略

の策定 

• 情報収集に必要なインフラ整備 

• 保健医療施設への上位機関からのフィードバックシス

テムとデータ利用法の構築 
 

B. 医療スタッフへの国際疾病分類 (ICD) コーディング能力
強化 
• 診断に関わる医師・準医師（死因診断や CRVS に関

連した診療録作成を含む） 

• 医療情報担当官（データの信頼性の監督を含む） 

C. 到着時死亡症例の死因・背景に関するデータ収集の促進 

• 死因同定のための口頭剖検あるいは剖検システムの構築 

• 重要な死亡症例に対する Death Audit を通じた死亡背
景分析システムの構築 

 

［6］結論 

本研究で使用した調査票により、保健医療施設における 

CRVS に関し課題の同定と必要な対策に関して一定の提言を
導き出すことができたが、調査対象医療施設数が少なく、他

医療施設や他国における適応可能性についての評価は不十分

である。今後、他国等における適応可能性にについてさらな

る検討の上、保健医療施設における CRVS の現状に関して調
査を行う必要である。 

 

4-b-3）ラオス人民民主共和国における住民登録・人口動態
制度における保健セク ターの役割に関する現状調査 

 

［1］フィールド調査研究の背景： 

ラオス人民民主共和国 ( 以下、ラオス ) における出生・死
亡の登録は、1991 年以降、Family Registration Law によっ
て規定されており、出生または死亡の 30 日以内に、世帯
主が、居住している村の村長に届け出る事になっている 1)

。

しかし、登録の際には、出生証明書・死亡診断書等は必要な

く、人口動態統計に使用するには情報が不足している感があ

る、また、最終的には Ministry of Public Security（MoPS：公安
省）の管轄になる住民登録データが関係省庁間で共有されて

いるとは言い難い状況であった。2011 年に、Ministry of Home 
Affairs (MOHA：内務省 ) が新設され、Ministry of Public 
Security(MoPS)、Ministry of Health（MoH）等の関係省庁も巻
き込みつつ、住民登録・人口動態統計 (CRVS) の確 
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立を目指す事となった。現在、保健セクターは、保健医療施

設内の出生・死亡を担当しており、birth/ death notification 

form の発行、また、死因の判断を行う役割を担っている。 
 

［2］フィールド調査研究の目的 

ラオスの CRVS システムの現状分析を行い、CRVS シス
テムにおける保健セクターの役割強化に対する提言をまと

める事であった。 
 

［3］フィールド調査研究の方法 

対象：首都ヴィエンチャンの国立病院、県保健局・県病院、

郡保健局・郡病院、保健センターの管理課、統計課に属する

担当者。 
研究対象となった医療施設・行政機関は、保健省計画局

(Department of Planning and International Cooperation) の助言
に従った。５つある首都ヴィエンチャンの国立病院の内 3 
つ、18 県の内、南部から 1 県、北部から 1 県を選択 

した。また、郡以下に関しては、各県の郡から 1 郡、選択 

された群から 1 つの保健センターを県の助言に従って、選
択し、訪問した。（表 6） 

表 6：研究対象施設 
 

レベル 保健行政機関 病院 対象 

中央  
国立病院 マホソット / セタティラート 

/ 母子保健病院 

県 県保健局 県病院 チャンパサック県、 

ルアンプラバン県 

郡 郡保健局 郡病院 ソナソンブン郡、ナン郡 

保健センター 保健センター 1 保健センター / 郡 

 

方法：先のザンビアの調査で使用された質問票をラオスの

状況に合わせて改変し、その質問票を用いて、前述の対象

者に対面式インタビューを行った。 
分析：質問票の各項目に対し、4 段階評価を行い、平均を算
出した。 
質問票の項目は、下記表 7 の様になっている。保健センター
は、保健行政機能と病院機能を併せ持つ為、両方の質問票

を使用している。 

 

表 7：質問票の内容 ( ○：質問票に含まれている項目 ) 
 

質問票の内容 保健医療施設 保健行政機関 

内部規定 ○ ○ 

情報収集の為のインフラ ○ ○ 

情報収集・報告活動 ○ ○ 

国際疾病分類 (ICD) コードの質に関わる因子 ○ ○ 

ICD コーディング実施の有無 ○ ○ 

ICD コーディングデータの信頼性に関する監督 ○ ○ 

データの活用と上位機関からのフィードバック ○ ○ 

到着時死亡症例データ管理 ○ ○ 

死亡情報収集に関わる診療録の質 ○ ○ 

死亡・出生住民登録への促進活動 ○ ○ 

Birth/ Death notification form の使用状況 ○ ○ 

コミュニティーにおける出生・死亡の登録 
 

○ 

 

［4］フィールド調査研究の結果 

フィールド調査の事前準備として、ラオスにおける 
CRVS システムデスクレビューを行った。 

 

A. ラオスにおける住民登録と保健省の保健情報システムの
概要（図 11） 

 

ô 保健医療施設内の出生 / 死亡：保健医療施設によりBirth/ 
Death notification form が発行される事になっている。
世帯主は、居住している村の村長に、30 日以内に届け
出る。村長は、届け出られた出生 / 死亡に対 

し、確認を行い、村長が所有している Family book に記
載されている該当の世帯に出生を加える / 死亡者を削除
する。Family book の情報は、村長→郡知事→県知事→ 
Ministry of Public Security と共有されるとの事である。
また、政府機関勤務者は、出生に関しては、保険を受け

る関係から、MOHA 郡事務所に届け出を行い、Birth 
certification を受ける。政府機関勤務者以外は、 
MOHA 郡事務所に届け出る incentive はなく、行われて
いない可能性がある。 
保健医療施設内での出生と死亡は、保健医療施設内の

記録( 統計部にカルテとして保存される) として残され 



20 

 

 

る。出生数・死亡数は、末端の保健医療施設から上位の

保健行政機関( 郡保健局、県保健局 ) に報告される。県
以上のレベルでは、DHIS-2 と呼ばれるオープンソース
ソフトウェアが機能しており、ウェブ上で管理される。 

ô   保健医療施設外の出生 / 死亡：世帯主は、居住している
村の村長に、30 日以内に届け出る。村長は、届け出ら
れた出生 / 死亡に対し、確認を行い、村長が所有して
いる Family book に記載されている該当の世帯に出 

生を加える / 死亡者を削除するとの事であるが、実態
は、今回の調査では、調査出来なかった。インタビューを

行った県では、保健医療施設外、つまり、コミュニテ

ィーで起こった出生 / 死亡に関して、最も末端の保健
医療施設である保健センターに報告されていた。    ラ
オスにおける住民登録と保健省の保健情報システムの

関係は、以下の図のようになる。 

B. ラオスにおける CRVS システムの現状分析 

 

図 11：ラオスにおける住民登録と保健省の保健情報システム 

作成：本研究班 
 

 

a) 保健医療施設（図 12） 
 

＜内部規定＞： 

出生・死亡に関する報告フォーム、報告頻度、報告の責

任者を定めた内部規定はほぼ整備されていた。 

＜情報収集の為のインフラ＞： 

県レベル以上では、出生・死亡等の保健情報は、コンピュータ

ー入力され、DHIS-2 上で運営されていた。郡レベル以下は、
紙ベースの運用であった。援助団体が入っていた群に関

しては、コンピューターが導入されていた。 

< 情報収集・報告活動 >： 

情報収集方法・報告は、内部規定に従って、運用されて

いた。 
<ICD コードの質に関わる因子、コーディングの実施、コー
ディングデータの信頼性に関する監督 >： 

ICD コードの研修は十分に行われているとは言い難く、ま
た、コーディングブックがおいている施設も少数であっ 

た。コーディングは、県以下では殆ど行われておらず、死

因の質の担保は難しい状況であった。 

< データの活用と上位機関からのフィードバック >： 

ラオス保健省が最優先課題としている母子保健関連のデ

ータにおいて、活用されている事が多い、郡レベル以下

では、県からのフィードバックも多い。 

< 到着時死亡症例データ管理 >： 

県レベル以下では、入院とみなされずに、記録されない

事も多い。 

< 死亡情報収集に関わる診療録の質 >： 

診療録には、死亡情報に関するサマリーが付いていない

事も多く、死因の特定は難しい状況であった。 

< 死亡・出生住民登録への促進活動 >： 

より住民に近い郡病院・保健センターでは、県・中央の

保健医療施設より、促進活動が行われる事が、多い。 

<Birth/Death notification form の発行 >： 

フォームの発行は、行われているが、古いフォームが使

用されていたり、フォームを発行しなくてはいけない事 
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を知らない医療施設も見られた。また、産後、家族がフ

ォームの発行を待てずに帰宅してしまう例や社会文化的

に病院での死亡は好まれない為、自宅に連れて帰る事も

多く、結果としてフォームの発行を受けない例もみられ

るとの事であった。 
 

b) 保健行政機関 ( 県保健局、郡保健局、保健センター（公
衆衛生部分））（図 13） 

 

< 内部規定 >： 

出生・死亡に関する報告フォーム、報告頻度、報告の責

任者を定めた内部規定は、保健行政機関の方がより整備

されていた。 

< 情報収集の為のインフラ >： 

県レベル以上では、保健医療施設同様、出生・死亡等の

保健情報は、コンピューター入力され、DHIS-2 上で運営
されており、何らかの支援が入り、コンピューターやネッ

トに関しても問題なかったが、郡レベル以下では、コン

ピューターは導入されているものの、数が足りない、ネッ

トが安定しないという訴えがあった。保健センターは紙

ベースの運用であった。 

< 情報収集・報告活動 >： 

情報収集方法・報告は、内部規定に従って、運用されて

いた。 
<ICD コードの質に関わる因子、コーディングの実施、コー
ディングデータの信頼性に関する監督 >： 

ICD コードの研修は行政官には行われておらず、コーディ
ングやコーディングの監督を行っている保健行政機関は

今回の調査対象では皆無であった。 

< データの活用と上位機関からのフィードバック >： 
ラオス保健省が最優先課題としている母子保健関連の

データにおいて、活用されている事が多い。今回の調査

対象では、郡レベルの機関で、以前入っていた支援によ

り、データの使用のシステムが出来ていた。また、保健

医療施設同様、郡レベル以下では、県からのフィードバッ

クも多い。 

< 到着時死亡症例データ管理 >： 

保健医療施設側で記録されていない為、行政機関側に報

告される事も少ない。 

< 死亡情報収集に関わる診療録の質 >： 

診療録は、保健省の指導により、県・郡保健局が規定し

た診療録を使用していると理解されている。 

< 死亡・出生住民登録への促進活動 >： 

県レベル以下で、保健行政機関と他の省庁が協力して、住

民登録を促進している例はまだ少ない。保健医療施設側が

住民登録への促進活動を行っているかどうか、保健行政機

関側では把握されていない事もある。 

<Birth/Death notification form の発行 >： 

フォームの発行は、行われているが、また、産後、家族

がフォームの発行を待てずに帰宅してしまう例や社会文

化的に病院での死亡は好まれない為、自宅に連れて帰る

事も多い為、発行できない例も多く存在すると認識され

ている。 

< コミュニティーにおける出生・死亡の登録 >： 

最も末端の保健行政機関である保健センターには、コミュ

ニティーにおける出生・死亡が報告され、特に、出生は、

予防接種の対象者として、記録される。 
 

C. 結果のまとめ 

a) 保健セクターの主要な役割は住民登録システムにおけ

る保健医療施設内の出生死亡の通知 (notification) と人
口動態統計における出生・死亡数やそれに付随した死

因などの情報の報告である。 
b) 内部規定、情報インフラ、情報収集 / 報告活動に関し

ては概ね整備されているが、情報の質に関わる評価 
（ICD-10 コードの質に関わる因子、コーディングの実施、
コーディングデータの信頼性に関する監督、データの活

用と上位機関からのフィードバックに関する等） は十
分ではなく、ICD-10 コードは調査時点では、すべての
レベルで使われていなかった。 

c) 死 亡・ 出 生 住 民 登 録 へ の 促 進 活 動、Birth/Death 
notification form の発行に関する実施状況も低レベルに
あった。 

 

［5］考察と政策提言の抽出 

結果から保健医療施設における CRVS 関連情報改善へむ
けて、保健行政に対し以下政策提言が抽出された。 

 

A. 多省庁横断的協力による出生の把握                             
DHIS（出生の半数を登録）や MoPS に登録（5 歳までの
75％が登録）された出生登録情報と MoHA の出生登録情報 
（2015 年時点で 5 歳までに 33％が登録）を関係づけること
で、出生が未登録になる機会を減少させるための対策を講

じるべきである。 
 

B. 診断・死因の標準化 

ICD-10 コードによる診断名や死因の標準化に対する投入
の必要性。 

 

C. CRVS における保健セクターの評価標準化の可能性 

開発された CRVS における保健セクターのパフォーマン
ス評価ツールの他地域や他保健医療施設におけ る利用の可
能性。 
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図 12：ラオスにおけるCRVS システムの現状分析 ( 保健医療施設 ) 
 

 
国立病院 県病院 群病院 保健センター 

A. 内部規定 2.7 2.5 2.5 2 

B. 情報収集のためのインフラ 2 2 2.5 

Paper-based 

3 

Paper-based 

C. 情報収集・報告活動 2.8 2.6 2.3 2.5 

D. 国際疾病分類（ICD）コードの質に関わる因子 1 0.2 0 0 

E. ICD コーディング実施の有無 2 0.5 0 0 

F. ICD コーディングデータの信頼性に関する監督 0 ICD 10 

not used 

ICD 10 

not used 

ICD 10 

not used 

G. データの活用と上位機関からのフィードバック 1.4 1.5 2.3 2.2 

H. 到着時死亡症例データ管理 

*too few cases or cases not recorded below 

provincial level 

1.3 Not recorded Not recorded No DOA 

I. 死亡情報収集に関わる診療録の質 

**Medical chart of death cases was not available 

due to too few or no death cases below district level 

1.5 1.5 1.6 1.9 

J. 死亡・出生住民登録への促進活動 1 1 1.5 2 

K. Birth/death notification forms の使用状況 Not asked 1 2 1 

     2<<=3  1<<=2  0<<=1  

 
図 13：ラオスにおけるCRVS システムの現状分析 ( 保健行政機関 ) 

 

 
中央 県保健局 群保健局 保健センター 

A. 内部規定 
 

2.7 2.7 2.3 

B. 情報収集のためのインフラ  3 2 3 

Paper-based 

C. 情報収集・報告活動 
 

2.5 2.7 2.5 

D. 国際疾病分類（ICD）コードの質に関わる因子 
 

0 0 0 

E. ICD コーディング実施の有無 
 

0 0 0 

F. ICD コーディングデータの信頼性に関する監督  ICD 10 

not used 

ICD 10 

not used 

ICD 10 

not used 

G. データの活用と上位機関からのフィードバック 
 

1.8 2.3 2 

H. 到着時死亡症例データ管理 

*too few cases or cases not recorded below 
provincial level 

  

0 
 

1.5 
 

No DOA 

I. 死亡情報収集に関わる診療録の質 

**Medical chart of death cases was not available 
due to too few or no death cases below district level 

  

2 
 

1.5 
 

2 

J. 死亡・出生住民登録への促進活動 
 

0.8 1 1.5 

K. Birth/death notification forms の使用状況 
 

1 2 1 

L. コミュニティーにおける出生・死亡の登録 
 

1.8 2 3 

     2<<=3  1<<=2  0<<=1  
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4-b) ザンビア到着時死亡調査研究 

 

［1］研究の背景： 

先行研究において、保健セクターにおける Civil Registration 
and Vital Statistics（住民登録と人口動態統計：CRVS）の現
状調査をザンビア共和国１次～３次保健医療施設において実

施したが、分析結果の中で病院到着時死亡症例が各保健医療

施設で全死亡症例の 30 － 40％に及び、その死因の解析がほ
とんど行われていないことが分かった。到着時死亡症例の死因お

よびその背景は、その患者が搬送されてくるまでの保健システム

上の問題を考察する上で極めて重要である。上記の状況を鑑み

ザンビア政府の要請を元に当研究が計画された。 

事実、アフリカにおける到着時死亡の死因を調査した研 

究は少ない 81)
。その主要な理由の一つは、到着時死亡症例か

ら得られる情報は少なく剖検を行わなければその死因の分析

することが難しいことが挙げられるが、剖検は人的、資金的

資源が必要であり、限られた施設・症例に対してのみ行って

いるのが現状である。口頭剖検は、到着時死亡症例の死因分

析のために有効な手段である 82)
。口頭剖検にはいくつか方法

があるが、Tariff 法は、死亡背景に関する近親者からの情報
を元に自動的に死因を分析する口頭剖検ツールである。先行

研究において、Tariff 法の有効性の分析が行われており 82)-85)
、

Serina ら 84) 
によると、死因的中率は、成人 74.5%、小児 

70.9%, 新生児 67.9% と、その有用性が評価され、WHO も 
Tariff 法を使った自動口頭剖検分析を有用な口頭剖検ツール
の一つとして推奨している。当研究では、 

Tariff 法を用いたコンピュータープログラムである Smart 

VA を使用しザンビアの 2 次、および 3 次保健医療施設に
おける到着時死亡症例を分析した。 

 

［2］研究の目的： 

A. 対象保健医療施設における到着時死亡症例の死因を自
動解析口頭剖検プログラムにより調査する。 

B. 自動解析口頭剖検プログラムによる到着時死亡症例の
死因同定の有用性について検討する。 

 

［3］研究の対象/ 期間： 

A. 対象症例 : 

対象保健医療施設における情報収集期間に来院した到

着時死亡症例のうち成人症例（＞ 13 歳以上） 

B. 対象施設 : 

大学教育病院 (1400 床 ): 首都 3 次レベル病院
レビー病院 (250 床 ): 首都 2 次レベル病院 

C. 情報収集期間： 

大学教育病院: 2017 年5 ～ 8 月、レビー病院 : 2017 年1～ 8 
月調査期間中( 平成29 年2 月～ 8月)にザンビア共和国レビ
ービョイン(Levy Mwanasawa General Hospital: LMGH) な
らびに大学教育病院（University Teaching Hospital： 
UTH)に来院した成人到着時死亡症例全症例(13 歳以上)。 

［4］研究の方法 

情報収集は、研究で雇用された現地情報収集者が、WHO 
と IHME(Institute of Health Metric and Evaluation) が共同で
作成した口頭剖検用質問票を用いて、対象症例の家族およ

び近親者に対しインタビュー調査することで行われた。質

問票詳細については、 IHME ホームページ参照（ IHME, 
Verbal Autopsy Tool. [http://www.healthdata.org/verbal- 

autopsy/tools]）。インタビューした情報は  Android 上の 

Application である ODK Collect を用いて収集され、クラウド
データベースである ODK Aggregate へ情報が送られる。送
られた情報は、研究者のコンピューター上で抽出され、自動

口頭剖検プログラムである Smart VA へ入力することで、各
症例の死因確率が自動計算される。Smart VA で同定された
死因と比較するため、情報収集者は同時に死亡診断書に記載

されている死因情報と剖検が行われていた場合剖検による死

因情報も同時に収集した。また、死因を比較するため、同定

された死因は研究者が ICD-10 に基づきコーディングを行い、
上位 10 の死因をまとめた。 

 

［5］研究結果 

A. 到着時死亡症例数 

• 大学教育病院 : 1770 症例 ( 成人 (>=13 才 ) 症例 : 
1367 症例 )、うち質問拒否例 12 症例 

• レビー病院 : 200 症例 ( 成人 (>=13 才 )) 症例 : 145 
症例 )、うち質問拒否症例 4 症例 

B. 年齢分布 : 平均年齢 47.2 才 ( 男性 46.0 才 女性 49.2 才 ) 

図 14： 
 

 
図 15： 
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C. 上位 10 位死因 

SmartVA  により、各死因の  CSMF：Cause-Specific   Mortality 

Fraction( 口頭剖検の情報からSmart VA が推定した全死亡症 

例に対する各死因の割合 ) が計算され、高い順に10 位まで以
下表 8 にまとめた。 

 

表 8：上位 10 位死因別死亡割合 (CSMF*) 
 

D. 死亡診断書と Smart VA による死因診断 

成人症例(>=13 才 )1512 例のうち、死亡診断書、SmartVA 

それぞれで死因が同定できた症例を以下表 6 にまとめた。な
お、死亡診断書における死因は、記録してある直接死亡原因 

から、研究者が SmartVA で分類可能な 34 分類に沿って死因
分類を行った。コード化できなかった症例 (ex) Natural Death, 
Sudden Death, Fever etc) を、死因特定不可とした。 

 

表 9: 死因が特定できた症例の割合（1512 症例） 
 

 

E. 結果のまとめ 

• 到着時死亡症例の平均年齢は、47.2 才（男 61.8%、女
38.2%） 

• SmartVA による死因分析では、AIDS/TB/Malaria といっ
た感染症が大きな死因の割合をしめるが、非感染性疾患 

(NCD) による死因も上位を占めていた。 

• 死亡診断書の死因とSmart VA による死因を比較したとこ
ろ、Smart VA で 75% の症例の死因を特定できた（死亡
診断書では 60%）。より詳細な情報収集により死因同定確
率が上昇したためと思われる。 

 

［6］考察の政策提言の抽出 

結果より、到着時死亡症例の死因分析に自動口剖検死亡同

定プログラム (Smart VA) の有用性が示唆された。それを踏ま
え、ザンビア保健省・総務省に対する政策提言として、研究で

使用したSmart VA による到着時死亡症例死因同定システム 

は、医師でなくともインタビューにより75% 程度の精度で死 

因を同定できるものであり、大学教育病院などの 3 次保健医療
施設においてタブレットによる情報収集を基に、保健省 ( あるい
は総務省) においてSmartVA による到着時死亡死因分析をす
るという研究を通じて構築した一連のシステムが定常的に使用

され到着時死亡症例の死因が継続的に保健省( あるいは総務省) 
に報告されるために有効かつ実践的な方法であることを提言し

た。その後、提言に沿った形で、大学教育病院ではアメリカ 
CDC の援助のもとザンビア総務省により当研究成果を踏まえ実
際にタブレットによる情報収集と Smart VA による到着時死亡
分析（現行で総務省が担当している）定常業務として行われる

ようになり、さらに、今後 CDC の援助ものと、ザンビアの 3 次
保健医療施設を対象に施設へタブレットのよる到着時死亡症

例情報収集が拡大し、総務省は収集した情報を 

SmartVA を利用して分析し保健省並びに各関係機関へ報告す 

る予定である。 
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4-c）日本の住民登録・人口動態における保健セクターの役割 

 

［1］研究の背景 / 目的 

本研究の目的の一部として、開発途上国の CRVS システム
における保健セクターの役割に関し現状分析を行い、日本国厚

生労働省等に対し、今後の我が国の協力の可能性について有用

な情報提供を行い、効果的な支援の方法に関して提言を行うこ

とがある。その為に、我が国における CRVS システムのレビュ
ーを行った。 

 

［2］調査対象 

日本国厚生労働省 CRVS 担当部署 
 

［3］調査項目・データ分析 

既存の資料・文献をレビューし、日本国厚生労働省 CRVS 
担当部署に対面による構造化インタビューを行った。 

 

［4］結果 
 

［A］日本の住民登録・人口動態の歴史86) 87) 88) 89)
 

1867 年以降、明治政府により近代化が進められ、住民登

録 

（本籍・居住地）も開始された。 

1898 年（明治 31 年）に、戸籍法が制定され、住民登録
制度が整備された。 

翌 1899 年（明治 32 年）より、人口動態調査票を1 件につ 

き 1 枚の個別票として作成し、中央集計する近代的な人口動態
統計が確立した。第二次世界大戦後、1947 年（昭和 22 年） か
ら、統計法に基づき「指定統計」として指定され、事務所管が

総理庁から厚生省に移管され、現在は、厚生労働省が毎年公表

している。 

［B］日本の住民登録・人口動態に関する担当省庁 90)  91)  92)  93)
 各

省庁の役割ははっきりしており、戸籍は法務省、住民登録 は総務
省、人口動態調査は厚生労働省が担当する事となっている。ま

た、関連する統計も担当省庁が決められており、国勢調査・住民

基本台帳人口移動報告は総務省統計局、人口動態統計は厚生

労働省政策統括官( 統計・情報政策担当) が担当している。法
務省は戸籍統計等を担当している。 
戸籍は、人の出生から死亡に至るまでの親族関係を登録公証

するもので、日本国民について編製され、日本国籍を持つことを

公証する唯一の制度である。戸籍事務は市区町村において処理

されるが、国( 法務局長・地方法務局長 ) が助言・勧告・指示等を
行い、事務が全国統一的、適正かつ円滑に処理されるようにし

ている。 
住民登録は、住民票に氏名、生年月日、性別、住所、世帯

主との続柄が記録され、各種行政サービスの基礎となるもので

ある。移転した場合は、速やかに住民票の住所登録の届出を行

う事が法律上の義務となっており、正当な理由なく届出をしない

場合、5 万円以下の過料に処されることがある。 

* 各省庁間の協力体制 

既に、役割分担も明確で、CRVS に関する定期的な会合等は行われていない。
必要な項目に関しては、省庁間横断的ワーキンググループが開かれる事も あ
る。 

 

［C］日本の住民登録・人口動態に関わる法令等 94）
 

出生、死亡( 死産を除く) に関する届出義務者、届先、届出の
期間は、主に「戸籍法」により規定される。その他、出生証明書

の様式等を定める省令、国籍法、死産の届出に関する規程、死産届

書、死産証書及び死胎検案書に関する省令に従う。届書の届出義

務者及び届出期間は、下記の表のようになっている。 

 

表 10：住民登録の概要 

種別 届出義務者 届出先 届出期間 

 

出生 1. 父または母、 

2. 同居者、 

3. 出産に立ち会った医師・助産師、またはその他の者 

 
 
 
 

市区町村長 

 

14 日 

 
死亡 

1. 同居の親族、 

2. その他の同居者、 

3. 家主、地主または家屋もしくは土地の管理人 

4. 同居の親族以外の親族、後見人、保佐人、補助人及び任意後見人 

 
7 日  

 
死産 

1. 父、やむを得ない場合に母、 

2. 父母ともにやむを得ない事由で届出不可の場合、以下の順序による 

3. 同居者 

4. 死産に立ち会った医師 

5. 死産に立ち会った助産師 

6. その他の立会者 

 
7 日  

 

人口動態調査は、人口動態調査令、人口動態調査令施行

細則に従う。統計法に基づき、調査計画は総務省に申請され、総

務大臣の承認後、当該計画に沿って、調査が行われる ( 統 

計法第九条、第十条 )95）
。なお、人口動態調査票の情報を二

次利用する場合は、厚生労働省に申出を行い、承認を得る

必要がある ( 統計法第三十三条 ) 10）
。 
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［D］日本における住民登録・人口動態システム 86) 92) 93) 96)
 

 

A. 住民登録 
 

届出義務者より市区町村に届けられた出生届・死亡届・婚

姻届・離婚届は、法務局・地方法務局支所に送付される。届

は 27 年間保管される。死産届は市区町村から保健所へ送付
され、5 年間保管されている。 
また、出生届・死亡届に関しては、届出が受理される事

により、各種行政サービスを受ける事が出来る。 
出生届：戸籍法に基づく出生の届出が受理される事で、住

民票に記載され、以下の行政サービスの事務処理を行う事

が可能になる。但し、何らかの理由で、出生の届出がされ

ていない場合であっても、親子関係不存在確認や強制認知

等の手続を行っていることの疎明資料その他必要書類を添

付の上申出がなされたときには，市区町村長は，申出内容

を審査の上適当と認める場合に職権で子を住民票に記載す

ることができることとされている。その結果、子は、戸籍

に記載されるまでの間にも、各種の行政サービスを受ける

ことが可能となる。 

• 選挙人名簿への登録 
• 国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険、国民

年金の被保険者の資格の確認 

• 児童手当の受給資格の確認 

• 学齢簿の作成 

• 生活保護及び予防接種に関する事務 

• 印鑑登録に関する事務 

• 旅券の発給 

死亡届：埋葬・火葬を行うとする者は、厚生労働省令の定め

るところにより、市町村長の許可を受ける必要がある。死亡

届（又は死産届）が受理されると、埋葬・火葬を行うとする

申請者が死体・死胎埋火葬許可申請書を提出した際に、死

体・死胎埋火葬許可書の発行が可能となる。 
 

B. 人口動態 
 

出生・死亡・死産・婚姻・離婚の届出を受けた市区町村長は、届

出に基づき、人口動態調査票を作成する。人口動態調査票

は、その後は、オンラインベースで処理される場合と紙ベー

スで処理される場合に分かれる。現在、オンラインベースが 
98％、紙ベースが 2％の割合である ( 紙ベースは、オンライ
ンシステム導入のメリットが大きくないと考えられる規模

の小さい自治体等が考えられる )。 
各市区町村にて、戸籍情報システムから調査票情報を磁

気媒体 (FD 等 ) に出力し、人口動態調査オンライン報告シ
ステム (*) に当該磁気媒体の調査票情報を取り込み、所轄保
健所にオンライン送付される。審査機能も有しており、市

区町村で審査を行ってから報告を行っている。なお、市区

町村にて、調査票の保管は行っていない。 

保健所は、本月の 14 日までに市区町村にて作成された調
査票のうち、前月中に事件が発生した調査票を取りまとめ

る事としており、人口動態調査オンライン報告システムに

おいて受付審査を行う。毎月、都道府県知事にオンライン

送付する。保健所では、調査票を複写した出生小票・死亡

小票が作成されており、保存期間は 3 年である。当該小票
は照会業務や統計法第三十三条に基づく二次利用で活用さ

れている。 

都道府県は、保健所長から提出された調査票の内容を人 
口動態調査オンライン報告システムで受付審査し、毎月、厚

生労働大臣に送付する。都道府県では、調査票の保管は行っ

ていない。 
厚生労働省では、都道府県から提出された調査票の内容を

人口動態調査オンライン報告システムで受付審査する。調査

票データを収録した電磁的記録と人口動態調査票 ( 紙ベー
ス ) は厚生労働省で保管される。調査票データを収録した電
磁的記録は永年保存、人口動態調査票 ( 紙ベース ) は 
1 年保存である。集計は、厚生労働省政策統括室 ( 統計・情
報政策担当 ) が行い、調査結果は、人口動態統計速報、人口
動態統計月報 ( 概数 )、人口動態統計 ( 確定数 ) 等が公表さ
れる。 
紙ベースの場合は、市区町村に提出された届出に基づい

て、人口動態調査票が作成され、保健所に郵送される。 
保健所では、調査票の取りまとめ、審査・照会が行われ、出

生小票・死亡小票が作成され、調査票は、毎月、都道府県へ

郵送される。 
都道府県は、郵送された調査票を取りまとめ、審査・照

会を行い、毎月、厚生労働省へ郵送する。 
厚生労働省では、受付審査を行い、オンラインデータと

共に集計し、結果を公表する。 
上位レベルから下位レベルへの疑義照会は適宜行われるが、

上位レベルからの能動的フィードバックは行われず、e-
STAT(**) 等に公表された時点でフィードバックとしている。 

出生・死亡等の登録と人口動態統計の関係は下記の図 16 

のようになっている。 
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図 16：出生・死亡等の登録と人口動態統計 

 

 
 

* 人口動態調査オンライン報告システム 

作成：本研究班 

システムの導入により、紙ベースの運用に比べ、運用コストの削減、また、業務がより効率化された。更に、異常値や齟齬の確認、照会

の業務がスムーズに行えるようになった。 

システムは、総合行政ネットワーク (LGWAN) を利用しており、LGWAN のセキュリティにより守られている。 

**e-STAT (https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do) 
日本の統計を閲覧できる政府統計ポータルサイトであり、厚生労働省の発表する統計だけではなく、環境省、経済産業省、国土交通省、        総
務省、農林水産省、法務省等の統計も見る事が出来る。各府省等の参画の下に、総務省統計局が中心となり、開発を行い、独立行政法人

統計センターが運用管理を行っている。このサイトにより、エンドユーザーである国民が様々な統計を幅広に閲覧する事が出来、厚生労

働省の発表する統計だけではなく、他省庁の発表する統計を合わせて独自の解析を行う事も可能になった。また、各省庁は、人口動態統

計等の統計に関して問い合わせがあった際に、簡便にサイトを利用しての回答が可能となり、サイトを通して国民への説明責任を果たす

ことが可能になった。 
 

［E］人口動態基礎データ 86) 89) 97) 98) 1) 

出生登録率、死亡登録率は、下記の定義を使えば、人口動

態統計中巻又はe-STAT に公開されているデータを利用して計
算する事が可能である。 

出生登録率 =< 出生登録数 / 総出生数 ( 推定)>, * 総出生
数= 出生数 + 届出遅れ出生数 
死亡登録率 =< 死亡登録数 / 総死亡数 ( 推定)>, * 総死亡
数= 死亡数 + 届出遅れ死亡数 
死因に関しては、1898 年( 明治 32 年 ) 以降、「疾病及び

関連保険問題の国際統計分類：国際疾病分類」(International 
Statistical Classification of Disease and Related Health 
Problems: ICD) が適用された。現在、統計法の規定に基づき、
統計基準「疾病、傷害及び死因の統計分類」が定められ、平成 
29 年 1 月から「ICD-10 (2013 年版 ) 準拠」を適応し、それ 

を基に死因が分類されている。「ICD-10 (2013 年版 ) 準拠」は
世界保健機関 (WHO) の ICD-10 の日本語版であり、下記の内
容に対応している。 

ô 日本語版第 1 巻= WHO 版Volume 2: 総論 

ô 日本語版第 2 巻= WHO 版Volume 1: 内容例示表 

ô 日本語版第 3 巻= WHO 版Volume 3: 索引表 

1899 年以降、年次別の死因(1899 年- 1949 年: 死因第 1 位
から第 5 位、1950 年以降: 死因第 1 位から第 10 位 ) が発表
されており、1947 年以降は毎年発表されている。 
「ICD-10 (2013 年版) 準拠」は、疾病分類としても利用されて
おり、日本においては、平成 15 年度より急性期病院を中心に
導入された DPC/ PDPS ( 診断群分類による1 日当たり包括支
払い方式) にも利用されている。 

人口動態基礎データは、国際比較用に下記の団体に数値を 
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提供されている。 

ô WHO ; 出生・死亡・死産・婚姻・離婚に掛かる件数 ( 性
別・年齢別等 ) 

ô OECD; 乳児。新生児・周産期死亡率、低出生体重
児の割合等 

 

［5］考察と政策提言の抽出 

日本の住民登録・人口動態の施策を元にした日本の国際

貢献の可能性 
現在 CRVS 確立を目指す国に対して、日本の CRVS シス

テムの下記の点が参考になると考えられる。 
 

A. Legal framework ( 法の枠組み ) 
 

CRVS に関わる各省庁が遵守している戸籍法、人口動態調
査令等、法・省令の体系・内容は、現在、CRVS 確立を目指
す国の内、これから法令整備が行われる国にとっては非常

に参考になると考えられる。今回、研究対象となった国では、ラ

オスが、それに当たる。 
 

B. Role of relevant ministries ( 関係省庁の役割分担 ) 
 

現在、CRVS 確立を目指す国の中には、CRVS の関係省庁
が多く存在し、調整が非常に難し国が存在する。日本におい

ては、戸籍は法務省、住民登録は総務省、人口動態調査は厚

生労働省が担当するという、各省庁間の役割分担が明確とな

り、登録の重複や齟齬を減らし、データ分析等の業務が重複

しないような工夫がなされている。システムが安定している

為、CRVS に関連した省庁間の定期的な話し合いは存在しな
い。それを補う為に、必要な項目に関しては、省庁間横断的

ワーキンググループが開かれている事も参考になると考えら

れる。 
 

C. Civil Registration( 住民登録 ) 
 

ô 住民登録の促進

国民： 

< 法律による規定 > 

日本においては、住民登録は、行政サービスを受ける際

の基礎になるもので、登録が法律で規定されている。 

< 登録時の負担軽減 > 

現在、CRVS の確立を目指す多くの国では、交通網の未発
達といったインフラストラクチャーの脆弱性から、住民登録

に関して、国民に負担を強いてしまう事が多い ( 例：村から
郡都まで行かないと登録できない )。日本では、本籍・居住
地の市区町村のどちらにおいても登録が可能であり、届出に

より、戸籍・住民登録・人口動態に自動的に取り込まれ、登

録の為の移動や複数の機関に登録しなくてはいけないという

国民の負担を軽減している。 

D. Vital Statistics ( 人口動態 ) 
 

ô IT による情報システム 

< 自治体の負担軽減 > 

人口動態オンライン報告システムのようなオンラインシ

ステムを使う事で、運用コストの削減、また、業務の効率

化を行い、自治体の負担を軽減している。 

<e-STAT による人口動態データの公開 > 

エンドユーザーである国民が様々な統計を幅広に閲覧す

る事が出来、他省庁の発表する統計を合わせて独自の解析

を行う事も可能になった。また、人口動態統計等の統計に

関して問合せがあった際に、簡便にサイトを利用しての回

答が可能となり、サイトを通して国民への説明責任を果た

すことが可能になった。 

<ICD による標準化 > 

死因・疾病分類として、ICD が使用されており、かつ、平
成 15 年度より急性期病院を中心に導入された DPC/ PDPS 
( 診断群分類による 1 日当たり包括支払い方式 ) にも利用さ
れている。 

 

5. 考察および結論 
 

上記結果を踏まえ、当研究は、“CRVS システムに関連し
た保健セクターの役割強化に対し提言をまとめ、保健省並

びに各関係ドナー、また今後の協力の可能性について , 日
本国厚生労働省等に対し有用な情報提供を行う “ ことを目
的にしているため、[1] 各国保健省への提言、[2] 各国関係
ドナーへの提言と [3] 日本の当該分野へお貢献の可能性の 3 
点分けて、考察を加える。 

 

［1］CRVS システムに関連した保健セクターの役割強化に
対する各国保健省への提言 

 

A. 住民登録・人口動態制度における保健セクターの役割に
関する現状調査： 

 

A-1 ザンビア共和国における政策提言 

ǽ 出生・死亡情報管理システムの改善 

• 標準化された報告手順の実施率改善へ向けた行動戦

略の策定 

• 情報収集に必要なインフラ整備 

• 保健医療施設への上位機関からのフィードバックシ

ステムとデータ利用法の構築 
ǽ 医療スタッフへの国際疾病分類 (ICD) コーディング能

力強化 
• 診断に関わる医師・準医師（死因診断や CRVS に

関連した診療録作成を含む） 

• 医療情報担当官（データの信頼性の監督を含む） 

ǽ 到着時死亡症例の死因・背景に関するデータ収集の促進 
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• 死因同定のための口頭剖検あるいは剖検システムの

構築 
• 重要な死亡症例に対する Death Audit を通じた死亡

背景分析システムの構築 
 

A-2 ラオス人民共和国における政策提言 

A. 多省庁横断的協力による出生の把握                        
DHIS（出生の半数を登録）や MoPS に登録（5 歳ま
での 75％が登録）された出生登録情報と MoHA の出
生登録情報（2015 年時点で 5 歳までに 33％が登録）
を関係づけることで、出生が未登録になる機会を減少

させるための対策を講じるべきである。 

B. 診断・死因の標準化 

ICD-10 コードによる診断名や死因の標準化に対する投
入の必要性。 

C. CRVS     における保健セクターの評価標準化の可能性
開発された CRVS における保健セクターのパフォー
マンス評価ツールの他地域や他保健医療施設におけ る
利用の可能性。 

 

A-3 今後の課題 

本研究の目的は、CRVS における保健セクターの役割であ
るが、CRVS の改善には保健セクターのみの対策で十分では
なく他省庁を巻き込んだ対策についても今後研究を進めてい

く必要がある。また、住民レベルの CRVS に対する意識も十
分に分析されておらず、さらなる CRVS の改善には、住民レ
ベルの CRVS への意識や社会背景に関する調査が将来的に必
要である。 

 

B. ザンビア到着時死亡調査研究 
 

ザンビア保健省・総務省に対する政策提言として、研究

で使用した Smart VA による到着時死亡症例死因同定システ
ムは、医師でなくともインタビューにより 75% 程度の精 
度で死因を同定できるものであり、大学教育病院などの 3 次
保健医療施設においてタブレットによる情報収集を基に、保

健省 ( あるいは総務省 ) において SmartVA による到着時死亡
死因分析をするという研究を通じて構築した一連のシステム

が定常的に使用され到着時死亡症例の死因が継続的に保健省 
( あるいは総務省 ) に報告されるために有効かつ実践的な方
法であることを提言した。その後、提言に沿った形で、大学

教育病院ではアメリカ CDC の援助のもとザンビア総務省に
より当研究成果を踏まえ実際にタブレットによる情報収集と 
Smart VA による到着時死亡分析（現行で総務省が担当して
いる）定常業務として行われるようになり、さらに、今後 
CDC の援助ものと、ザンビアの 3 次保健医療施設を対象に
施設へタブレットのよる到着時死亡症例情報収集が拡大し、

総務省は収集した情報を SmartVA を利用して分析し保健省
並びに各関係機関へ報告する予定であるが、 

今後導入されたシステムの運用状況の評価や、得られた情

報の政策利用への有用性についてさらなる研究を進めてい

く必要がある。 
 

［2］CRVS システムに関連した保健セクターの役割強化に
対する各国関係ドナーへの提言 
ǽ  上記、示した各国保健省に対しての政策提言内容に対す

る支援する必要がある 
ǽ  省庁間の調整：CRVS は保健セクターを超えた枠組みの

中で強化していく必要があり、保健省と各省庁の

CRVS 関連情報システムの共有・統合、住民登録窓口
の保健医療施設への設置など、省庁間の CRVA 関連活
動の調整を支援する役割が求められる。 

ǽ  多国間の知見の共有：各国の CRVS 強化活動の知見の共
有を行うことで、それぞれの国が知見を活かし、自国

の CRVS 強化活動へつなげていけるよう支援する必要
がある。 

 

［3］日本の経験を生かした国際貢献の方向性の可能性 

我が国の CRVS システムは、1867 年に住民登録が開始、
1898 年に戸籍法が制定されて以降、関連法令も整備され、
関係省庁の役割も明確で、また、現在、IT 化も進み、シス
テムとして安定している。これから CRVS を確立する国に
とっては、我が国の UHC の経験と同様、CRVS の経験も示
唆に富むと考えられる（表 11）。 

CRVS に関する情報提供が主な国際貢献になると考えら
れ、CRVS 改善に向けて保健セクターの役割と現状とその
問題点、ならびに日本の経験を踏まえた対策案等に関して

情報提供を行うことが考えられる。情報提供の機会を成り

うる手段としては以下。 
ô JICA や各国際保健関連機関等が実施する各国保健

省に対する個別・集団研修 ( 各国の状況・課題に合
わせた情報提供 )、 

ô UN ESCAP の定期会合、等 

表 11：途上国における出生死亡登録の課題と
日本の国際貢献の可能性 

 
 
 

 
、 

途上国での 
出生死亡登録の課題 

日本の経験を生かした 
国際貢献の可能性＜情報提供＞ 

CRVS 関連法の枠組み 
日本の戸籍法や人口動態調査令

等に当たる法令の整備が未整備 
/ 不十分 

日本の CRVS 関連法令とそれ
らの果たしている役割 

CRVS 関連省庁の役割分担 

関係省庁の協調や役割分担が不 日本の CRVS システムと関係

省 

明確。 庁の役割 * 
 *( 法務省：戸籍、総務省：住民登録 

 
厚労省：人口動態 ) 

住民登録 

住民登録が浸透していない 戸籍 / 住居地のどちらでも登録 

- 登録に掛かる時間・移動の負 可能。 

担が大きい １回の届出で、戸籍・住民登録・ 

- 住民登録のメリットが分かり 人口動態への登録が可能。 

難い 住民登録を基本に行政サービス 

 
が付与される。 
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途上国での 

出生死亡登録の課題 

日本の経験を生かした 

国際貢献の可能性＜情報提供＞ 

人口動態 
人口動態統計の為の作業が負担

結果の共有が行われない / 不十
分 

人口動態オンライン報告システ

ムにより運用コストの削減、業

務効率化を行い、自治体の負担

を軽減。 
e-STAT によるデータ共有 

データの質 
ICD による標準化・質の担保が
不十分 

死因・疾病分類としての ICD 
の利用 

DPC/PDPS への利用 

 

［1］厚生労働省による具体的な支援の可能性（案） 
 

A. 厚生労働省が各国保健省に対する支援の可能性 
 

ǽ 研修等を通じた死因情報の標準化・質の担保に関する

知見の共有。 

(ICDによる死因情報の標準化、院外死亡調査システム等) 

ǽ 研修等を通じた ICD の DPA/PDPS への利用に関する
知見の共有。 

ǽ 研修等や技術協力を通じた人口動態オンライン報告シ

ステム導入の知見の共有 
 

B. 厚生労働省が WHO や UN ESCAP 等を経由しての支援
の可能性 

 

WHO や UNESCAP や世銀はセクターを超えた CRVS シ
ステム構築を支援しており、定期会合や調査結果報告書の

共有等を通じ、以下の支援の可能性がある。 
ǽ 効率的な住民登録の登録システムや付帯する行政サー

ビスに関する知見の共有。 
ǽ  日本の CRVS における各省庁間の役割に関する知見の共

有。※ただし、各国の状況により、必ずしも保健省や 
WHO が CRVS の主たるフォーカルではないこともあ
り、各国ごとに考慮要 
（ザンビアでは内務省とアメリカ CDC がメインに支援
しており世銀の支援は目立たなない。また、ラオスでは、

内務省と世銀がメインであり、ADB は関連なし） 
 

C. 各国保健省の CRVS における所掌・位置づけが同一では
ないことから、一律の支援が必ずしも容易ではない可能性 

 

法の枠組みはそれぞれの国の事情があり、また、保健省

の所掌、また CRVS フォーカルの省とのパワーバランス等
もあり、一律の支援を複数国にすることは容易ではない可

能性がある。 

6. 研究結果共有の状況 （2018 年 3 月 8 日現在） 
 

調査名 調査国 情報共有先 

住 民 登 
録 ・ 人口動
態制度におけ

る保健セク 
ターの役割に

関する現状調

査 

ザンビア 政府 / 関係機関との情報共有 

ザンビア保健省、関連ドナー 

主催の医療情報Technical  Working 

Group にて結果報告(2016 年  8 月 ) 

学会発表 

第 31 回日本国際保健医療学会 

(2016 年 12 月 ) 

ラオス 政府 / 関係機関との情報共有 / 

学会発表 

保健省関連部と  WHO,  世界銀行国
レベル事務所に対する結果報告 ラ 
オ ス 国 th National Health 
Research 

Forum（2017 年10 月） 

到 着 時 
死亡症例 

死因調査研究 

ザンビア 政府 / 関係機関との情報共有 / 

学会発表 

ザンビア保健省、関連ドナー 

主催の医療情報Technical  Working 

Group にて結果報告(2017 年  8 月 ) 

学会発表 

第 32 回日本国際保健医療学会 

(2017 年 11 月 ) 

全研究結果 
ラ オ ス 、 
ザンビア、

日本 

政府 / 関係機関との情報共有 / 

学会発表 

日本厚労省国際課に対し、

研究結果概要の報告 

(2017 年 12 月 ) 

 

7. 健康危険情報 

特記すべき事項無し 
 

8. 知的財産権の出願・登録状況 

特記すべき事項無し 
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A. 出生・死亡情報管理状況質問票 （保健医療施設用） 

36 

 

 

 

調査日時： 年 月 日 

場 所 ： 国 名（ ） 保健医療施設名（ ） 
調査者名： 

 

 
基礎データ 

1, 前年度外来者数 ( 年間 ) 人 

2, 前年度入院者数 ( 年間 ) 人 

3, 前年度出生者数 ( 年間 ) 人 

4, 前年度死亡者数 ( 年間 ) 人 

5, 前年度搬送時死亡症例数 ( 年間 ) 人 

病院規定 

6, 出生・死亡情報の病棟から情報管理部署への報告頻度に関する施設内の規定を記した 

文書はあるか？ 

あり 

部分的 ( 

なし 

) 

7, 出生・死亡情報の報告フォームに関する施設内の規定を記した文書はあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

8, 出生・死亡情報の管理者に関する施設内の規定を記した文書はあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

9, 出生・死亡情報の集計に適した診療録作成に関する施設内の規定を記した文書はあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

10, 死亡原因を特定できない死亡に関して、口頭剖検を行うシステムがあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

出生・死亡情報収集・集計担当部署 

11, 出生・死亡情報担当部署はあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

12, 出生・死亡情報担当部署の設備 ( 電話、インターネット、コンピューター、電気の利用 

可能状況 ) は十分か？ 

あり 

部分的 ( 

なし 

) 

出生情報収集・集計状況 

13, 出生情報を記録する台帳はあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

14, 出生情報は病棟からどの程度の頻度で、施設の出生情報担当部署へ報告されるか？ 毎日、毎週、毎月 

その他 ( ) 

15, 出生情報担当部署は出生情報をどのような形態で集計しているか？ 紙ベース、電子ベース 

その他 ( ) 

 
16, 出生情報担当部署が記録する情報の種類について 

当てはまるものに○ 

名前、住所、電話番号、性別、週数、

出生体重、退院日、 

その他 ( ) 

17, 出生情報担当部署は、集計した出生情報を何処に報告しているか？ ( ) 

18, 出生情報担当部署は、集計した出生情報をどの程度の頻度で報告しているか？ 毎日、毎週、毎月 

その他 ( ) 

死亡情報収集・集計状況 

19, 死亡情報を記録する台帳は各部署にあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

20, 死亡情報は病棟からどの程度の頻度で、施設の出生情報担当部署へ報告されるか？ 毎日、毎週、毎月 

その他 ( ) 

21, 死亡情報担当部署は死亡情報をどのような形態で集計しているか？ 紙ベース、電子ベース 

その他 ( ) 
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22, 死亡情報担当部署が記録する情報の種類について 

当てはまるものに○ 

名前、住所、電話番号、性別、

来院時診断名、死亡時診断名 

その他 ( ) 

23, 死亡情報担当部署は、集計した死亡情報を何処に報告しているか？ ( ) 

24, 死亡情報担当部署は、集計した死亡情報をどの程度の頻度で報告しているか？ 毎日、毎週、毎月 

その他 ( ) 

25, 死亡情報を報告した部署から、死亡統計に関するフィードバックが定期的に来ているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

 
26, 死因の特定はどのように行っているか？ 

診療録、口頭剖検、

剖検 

その他 ( ) 

27, 死因に関し国際疾病分類 (International Code of Diseases; ICD) に基づいて 

登録しているか？ 

あり 

部分的 ( 

なし 

) 

28, ICD 登録のトレーニングを受けたスタッフは何人いるか？ 人 

29, ICD 登録で死因が特定できない死亡は何人程度いるか？（前年度、年間人数） 人 

30, ICD 登録者に関する資格の要求はあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

31, 死亡因分析に関して、質を監視する部署はあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

出生・死亡証明書に関して 

32, 出生証明を発行しているか あり 

部分的 ( 

なし 

) 

33, 出生証明は院内で保存しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

34, 出生証明書は国が定めるものを使用しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

35, 出生証明発行後、家族に住民登録を行うよう促しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

36, 死亡証明書を発行しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

37, 死亡証明書は国が定めるものを使用しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

38, 死亡発行後、家族の住民登録を行うよう促しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

来院時死亡症例について 

39. 来院時死亡症例を記録する台帳があるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

40. 死亡情報担当部署は来院時死亡症例を集計・報告しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

41. 来院時死亡症例に関し、死亡原因を特定しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

42. 来院時死亡症例に関し、死亡原因を特定している場合、どのように特定しているか？ 診療録、口頭剖検、剖検 

その他 ( ) 

43. 来院時死亡症例に対し、死亡証明書の発行は行っているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

診療録について 

44. 施設内に診療録の記載方法に関しマニュアルがあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

45. 施設内で診療録の作成に関しトレーニングを行っているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

46. 施設内で診療録の質を監視するシステムがあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 
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B. 出生・死亡情報管理状況質問票 （保健行政施設用） 
 

 

 
 

調査日時： 年 月 日 

場 所 ： 国 名（ ） 保健医療施設名（ ） 
調査者名： 

 

基礎データ 

1, 管轄地域における前年度出生者数 人 

2, 管轄地域における前年度死亡者数 人 

法規定 ( 保健省のみ 

3, 出生・死亡登録を強制する法的枠組みはあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

 

4, すべての医療施設に、一定期間内に出生・死亡情報を報告させる法規はあるか？ あり ( 

部分的 ( 

日以内 ) 

) 

なし 

5, 死亡原因が証明されなくてはならないとする条文はあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

 

6, 死亡原因を証明することができる人 ( 集団 ) を特定する法的枠組みはあるか？ 

(ex ; 医師のみ死亡診断書作成が認められている等 ) 

あり 

部分的 ( 

なし 

) 

 

出生・死亡情報収集・集計担当部署 

7, 出生・死亡情報担当部署はあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

 

8, 出生・死亡情報担当部署の設備 ( 電話、インターネット、コンピューター、電気の利用 

可能状況 ) は十分か？ 

あり 

部分的 ( 

なし 

) 

 

出生・死亡情報収集・集計担当部署 

9, 管轄地域において、出生・死亡情報は下部施設からどの程度の頻度で報告されているか？  

9-1 医療施設→郡 毎日、毎週、毎月 

その他 ( ) 

9-2 郡→州 毎日、毎週、毎月 

その他 ( ) 

9-3 州→国 毎日、毎週、毎月 

その他 ( ) 

10, 管轄地域において、出生・死亡情報は下部施設からどのような媒体で報告されているか？  

10-1 医療施設→郡 紙ベース、電子ベース 

その他 ( ) 

10-2 郡→州 紙ベース、電子ベース 

その他 ( ) 

10-3 州→国 紙ベース、電子ベース 

その他 ( ) 

11, 管轄地域において、出生・死亡情報の報告に関し、適時性や完全性、正確性等情報の 

質に関する監査は行っているか？ 

 

 

11-1 医療施設レベル 
あ り  
部分的 
( 

監査施設 ( 

なし 

) 

) 

 

 

11-2 郡レベル 
あ り  
部分的 
( 

監査施設 ( 

なし 

) 

) 

 

 

11-3 州レベル 
あ り  
部分的 
( 

監査施設 ( 

なし 

) 

) 

 

12, 出生・死亡情報担当部署は出生・死亡情報をどのような形態で集計しているか？ 紙ベース、電子ベース 

その他 ( ) 
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13, 出生情報担当部署が記録する出生情報の種類は何か？ 

当てはまるものに○ 

名前、住所、電話番号、性別、週数、出

生体重、退院日、 

その他 ( ) 

 

14, 死亡情報担当部署が記録する死亡情報の種類は何か？ 

当てはまるものに○ 

名前、住所、電話番号、性別、

来院時診断名、死亡時診断名 

その他 ( ) 

死因統計に関して 

15, 管轄地域において、死因に関し国際疾病分類 (International Code of Diseases; ICD) を 

導入しているか？ 

あり 

部分的 ( 

なし 

) 

16, 管轄地域において、ICD 登録のトレーニングを行っているか？ 人 

17, 管轄地域において、ICD 登録で死因の何 % が定義不明として分類されるか？ 人 

18, 管轄地域において、ICD 登録者に関する資格の要求はあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

19, 管轄地域において、死亡因分析に関して、質を監視する部署はあるか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

20, 管轄地域において、死亡原因を特定できない死亡に関して、口頭剖検を行うシステムが 

あるか？ 

あり 

部分的 ( 

なし 

) 

出生・死亡証明書に関して 

21, 管轄地域において、国で統一した出生証明書フォームを使用しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

22, 管轄地域において、国で統一した死亡証明書フォームを使用しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

出生・死亡情報の利用に関して 

23, 管轄地域において、性別・地域別・年齢別の出生数を毎年出版しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

24, 管轄地域において、性別・地域別・年齢別の死亡数を毎年出版しているか？ あり 

部分的 ( 

なし 

) 

25, 管轄地域において、Reference year と死因に関する性別・年齢別統計が利用できるまで 

どの程度の遅れがあるか？ 

年 

26, 管轄地域において、人口動態データがどのように政策やプログラムの目的に活用されて 

いるか？ 

( ) 

27, 管轄地域において、保健医療施設で出生・死亡しない住民の人口動態はどのように 

把握しているか？ 

 

28, 管轄地域において、出生・死亡統計において他省庁の情報( 住民台帳等) を利用しているか？  

29, 管轄地域において、出生・死亡統計情報を他省庁管轄組織と共有しているか？  
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調査分析表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

y 

A. Regulations of Recording Vital Events 

 
 

1 

Does your facility have the regulations that oblige all health staffs to report all vital events (death & 
birth) to the specific department by the uniform report forms within a given time? 

3 
Yes — There are the regulations to indicate that al health staffs m ust report these events to the specific 
inform ation departm ent by uniform report form s in a tim ely m anner 

2 
Yes — regulations exists but not al health staffs report the event to specific inform artion departm ent by 

uniform form s in a tim ely m anner 

1 
N o — regulations don’t specify al rules including the inform ation departm ent,the report form s and the report 
schedules. 

0 N o — no regulations exists 

 
 

2 

Does your facility have regulations that states that death has to be certified by cause, and specifies 
those who can certify the cause of death? 

3 
Yes – C ause of death m ust be indicated according to IC D rules & procedures and can only be certified by a 
m edicaldoctor 

 

2 
"C ause of death m ust be indicated according to IC D but it is not specified w ho can certify the cause" or "C ause of death m 
ust be indicated in only broad categories of cause but can only be certified by a m edical 
doctor". 

1 
C ause of death m ust be indicated but only broad categories of cause are necessary and the (nonm edical) 
registrar or another localofficialis usualy the certifier 

0 N o – It is not necessary to indicate the cause of death at any stage of the registration of death 
   

B. Registration Infrastructure and Resources 

 
 

3 

Do Information offices in charge of vital events have adequate equipment to carry out their functions 
(for example, forms, telephones, photocopiers, computers, electricity and internet)? 

3 
Yes— necessary supplies such as form s,paper and pens are adequate,and equipm ent such as telephones, 
photocopiers,com puters is available,and electricty & ineternet are constant. 

2 
Supplies such as form s,paper and pens are generaly available everyw here,and there are telephones, 
photocopiers and com puters,but electricity & internet are frequently interrupted. 

1 
Supplies are available,but there are shortages of telephones,photocopiers and com puters and electricity & 
internet are frequetnly interrupted. 

0 N o— availability of both supplies and equipm ent is a problem in the inform ation offices 
   

C. Data Transmission 

 
4 

How is birth and death information transmitted from your facility to a central level in the capital city? 

3 
A l inform ation is exchanged electronicaly from the facility (through localhealth inform ation offices),then to 
a centraloffice 

2 
Paper copies are sent from the facility to localhealth inform ation office and processed there for electronic 
transm ission to the centraloffice 

1 
The system is stil m ainly paper based,w ith copies sent from the facility to localhealth inform ation office, 
w here they are scanned,then sent to the centraloffice for processing 

0 Paper copies are used throughout the system to transfer birth and death inform ation to a centralstorage facilit 

 
 

5 

What procedures are in place to ensure that your facility reports to the local (central ) health information 
office within agreed times? 

3 
There is an agreed schedule for reporting to the local(central) health inform ation office,w ith reporting 
deadlines taken seriously and closely m onitored – it is rarely necessary to send out rem inders 

2 
An agreed schedule for reporting to the local(central) health inform ation office exists and this is largely 
adhered to. 

1 
A lthough there is a schedule of reporting from the facility,this is not strictly adhered to and there is currently 
little that the local(central) health inform ation office can do to ensure the tim ely transfer of data 

0 There is not agreed tim e schedule for reporting from the facility to the local(central) health inform ation office. 
   

D. Practices affecting the Quality of Cause of Death Data 

 
6 

What training do doctors in your facility receive for certifying the cause of death? 

3 
A l m edicaldoctors are introduced to the IC D during the period of m edicalstudents,and are taught how to 
certify cause of death and correctly com plete the m edicaldeath certificate 

2 
N o specialtraining in the IC D or death certification is included in the m edicalcurriculum ,but al m edical 
doctors learn about the IC D and death certification during their internships 

1 
N o specialtraining in the IC D or death certification is included in the m edicalcurriculum ,and only lim ited on 
the job training is available during internships 

0 N o training or on the job instructions in the IC D and death certification is given to doctors 

 
7 

Have registrars in your facility received training to code ICD- 10? 
3 Yes— al registrars have received adequate training to code IC D -10. 

2 
A l registrars receive som e training but the training is insufficient,and skils and know ledge are largely acquired 
on the job 

1 M ost registrars (particularly in sm aler offices) receive only on-the-job training 

0 N o— lack of training is a serious problem and has a negative effect on the functioning of vitalevents registration 
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8 

Are ICD- 10 Code Books available in your facility? 
3 Yes- IC D -10 C ode B ooks are availablein every w ards and inform ation departm ent. 

2 Yes- IC D -10 C ode B ooks are available,but only in som e w ards and inform ation departm ent 

1 Yes- IC D -10 C ode B ooks are available only in inform ation departm ent 

0 N o - IC D -10 C ode B ooks are not available in any places in the facility. 
   

E. ICD Coding Practices 

 

 
9 

In your facility, are causes of death coded according to ICD? 

3 
Yes— IC D coding is done for evey death cases according to a nationallanguage version of the IC D or a 
nationally agreed internationallanguage 

2 
IC D coding is used but not for evey death cases,according to a nationallanguage version of the IC D or a 
nationally agreed internationallanguage 

1 IC D coding is done only according to a short list in the nationallanguage 

0 N o— the IC D is not used 
   

F. Data Quality and Plausibility Checks 

 

 
10 

What quality assurance procedures are in place for checking the coding? 

3 
A regulatory procedure in the facility is in place to periodicaly review the quality of coded certificates,and 
feedback is given to coders so they can im prove if necessary 

2 
Evaluation of a random sam ple of coded certificates takes place occasionaly to m onitor the quality of the 
coding 

1 Q uality evaluation is left to supervisors w ho som etim es check the w ork of individualcoders 

0 N o procedures exist and no evaluations of the quality of coding have been carried out 

 

 
11 

What consistency and plausibility checks are applied to data on cause of death? 

 
3 

In addition to checking the stability of patterns in cause of death over tim e,the proportion of il-defined and unknow n deaths is 
routinely m onitored,and the age and sex patterns for m ajor causes of death are checked 
for plausibility 

2 
Routine checks of the consistency of patterns in cause of death are m ade to ensure that m ortality from any 
disease group does not vary significantly from year to year,and that any fluctuations can be explained 

1 C hecks are lim ited to autom ated checks for com pilation and data entry errors 

0 There are no consistency and plausibility checks routinely carried out on data for cause of death 
   

G. Data Access, Feedback and Use 

 

 
12 

Does the facility generate the statistics on causes of deaths disaggregated by sex, age and geographical 
or administrative region? 

3 
Yes— annualdata on caused of deaths are generated by allthree disaggregations (sex,age and geographicalor 
adm inistrative region) 

2 Annualdata on deaths are generated according to any tw o disaggregations 

1 Annualdata on deaths are available but disaggregated by sex only 

0 N o annualstatistics on death are generated 

 
 

13 

Does the facility obtain the feedbacks of births and deaths information from the local (central) health 
informatino office? 

3 

Yes- feedbacks are routinely received from the local(central) health inform ation offices,including the local 
(national) statistics on vitalevents (births,deaths and causes of death) disagrregated by sex,age and 
geographicalregion? 

2 Feedbacks are routinely received,but the inform ation is lim ited for the statistics only on the non-disaggregated 

1 Feedbackd are not routinely received 
0 N o feedbacks are received. 

 
 

14 

How are data on vital events used for policy and program purposes? 

3 
D ata on births,deaths,and causes of death are used for planning in the facility as w ellas the local(central) 
health offices for public health purposes and for m onitoring the health status of the surrounding population. 

 
2 

D ata on births and deaths are used for reporting on health-related indicators such as the Sustainable 

D evelopm ent G oals and other nationalhealth-related goals in the facility as w ellas in the local(centralhealth 

office),but cause-specific data are rarely used for public health purposes 

1 D ata on births and deaths are used for planning only in the facility. 

0 D ata from vitalstatistics system s are not routinely used for policy and program m e purposes 
   

H. Medical Record 
Investigators need to pick up the Medical Records of 5 recent death cases and check the 
below items. 

 

 
15 

Can the investigors extract the essntial information related with causes of death: Primary Causes, 
Underlying, Controbuting Factor and Affected Organ? 

3 
Yes- these 4 inform ation can be easily identified in som e specific form s to record causes of death,in al the 
m edicalrecords. 

2 
Yes- these 4 inform ation can be identified in al the m edicalrecords,but need to be carefully investigated 
since there are not specific form s to record causes of death. 

1 N o- w hile som e of these 4 inform ation can be identified,others can not be in al the m edicalrecords. 

0 N o- any of these 4 inform ation cannot be identified in any m edicalrecords. 

 

 
16 

Can the Investigators verify the causes of death based on Pysical Examination and testing results 
including Lab Data, Daiagnostic Imaging ? 

3 
Yes- the causes of death can be verified by the physicalexam ination and the history as w ellas the testing 
results in al the m edicalrecords. 

2 Yes- the causes of death can be verified only by the pysicalexam ination and the history in al the m edicalreco 

1 Yes- the causes of death can be verified in som e of m edicalrecords,but hard to be verified in others. 

0 N o- the causes of death are hard to be verified in any m edicalrecords. 
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I. Dead on Arrival (DOA)/Brought in Dead(BID) 

 

17 

How much percentage of death cases is annually registered as DOA or BID in your facility? 

3 Less than 10 

2 10-30 
1 30-50 
0 M ore than 50 

 
 
 

18 

When the cases with DOA or BID don’ t have enuogh medical records  to  identify the  causes  of  death,  is 
verbal autopsy routinely used to determine the cause of death? 

3 
Yes— verbalautopsy is routinely applied to certify death using the internationalstandard toolor a sim ilar 
questionnaire based on this 

2 
Verbalautopsy using the internationalstandard toolis progressively being introduced but is not 
currently in generaluse 

1 Verbalautopsy is used but is not based on the internationalstandard tool 

0 
Verbalautopsy is not routinely used to determ ine cause of death in cases w here the death is not certified by 
a physician 

 

 
19 

Does your facility record & report the information about DOA or BID to the local (central) health 
information office? 

3 
Yes- The inform ation of every D O A/B ID cases is recorded in the facility and separately reported to local 
health inform ation office w ith sepecific form s in tim ely m anner. 

2 
Yes- The inform ation of every D O A/B ID cases is recorded in the facility and reported to localhealth 
inform ation office,but only as a part of other death cases. 

1 Yes- The inform ation of D O A/B ID cases is recorded,but not reported to localhealth inform ation office. 
0 N o- The inform ation of any D O A/B ID cases is neither recorded nor reported. 

   

J. Encouragement of Registration of Birth/Death 

 
 
 
 

20 

How well do the different government agencies and departments responsible for civil registration and vital 
statistics systems collaborate  with  your  facility?  (These  include  ministries  of  health,  justice  and  interior, 
local government, statistics offices, and others) 

3 
The involved agencies collaborate very w ellw ith the facility and there is an interagency com m ittee to ensure 
that the civilregistration and vitalstatistics system s interact seam lessly 

2 
A lthough there is no form alinteragency com m ittee,the agencies involved have regular m eetings to identify 
and resolve problem s 

1 
There is no interagency com m ittee,and problem s are solved in im provised w ays,w hich delays efforts to 
resolve problem s and can lead to serious bottlenecks in data transfer. 

0 

There is little interagency collaboration,w ith the various agencies functioning independently, resulting in problem s such 
as duplication of w ork and inconsistencies in the estim ates derived from 
vitalstatistics issued by each agency 

 
 

 
21 

Does your facility encourage the parents or relatives to registar the vital events (death and birth) at the 
civil registration office? 

3 
Yes- H ealth staffs in the facility routinely exlain to every parents or relatives about how to registar the vital 
events and the im portance of registration under a part of regulation in the w ards 

2 
Yes- H ealth staffs in the facility exlain to m ost of patients and relatives about how to registar the vitalevents 
and the im portance of registration,but not in routine practice. 

1 
Yes-H ealth staffs in the facility explain to som e parents and relatives about how to registar the vitalevents 
and the im pornatce of registration only in im provised w ay. 

0 
N o- H ealth staffs in the facility do not explain to parents and relatives about how to registar the vitalevents 
and the im portance of registration. 
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